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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】適正押圧の判定を個人差に対応して、精度よく
行い、適正押圧と判定された場合の保持状態特定情報を
記憶、表示することで適正状態での機器装着を容易にす
る脈拍計及びプログラム等を提供する。
【解決手段】脈拍計は、脈波センサー信号を出力する脈
波センサー１１と、脈波センサー信号を増幅する増幅部
１７とを有する脈波検出部１０と、脈波検出部１０から
の信号に基づいて拍動情報を演算する処理部１００と、
処理部１００での処理結果を表示する表示部７０と、処
理部１００での処理結果を記憶する記憶部９０と、脈拍
計を被検体に保持する保持機構を含み、処理部１００は
脈波検出部１０における被検体への押圧が適正押圧か否
かを判定し、記憶部９０は適正押圧であると判定された
際における保持機構の保持状態を特定する保持状態特定
情報を記憶し、処理部１００は保持状態特定情報を表示
部７０に表示する制御を行う。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脈波センサー信号を出力する脈波センサーと、該脈波センサー信号を増幅する増幅部と
を有する脈波検出部と、
　前記脈波検出部からの信号に基づいて拍動情報を演算する処理部と、
　前記処理部での処理結果を表示する表示部と、
　前記処理部での処理結果を記憶する記憶部と、
　脈拍計を被検体に保持する保持機構と、
　を含み、
　前記脈波検出部は、
　適正押圧判定の際に、脈のＡＣ成分信号を脈強度に応じてゲインを適切な値に設定し、
　前記処理部は、
　前記脈波検出部における前記被検体への押圧が適正押圧か否かを判定し、
　前記記憶部は、
　前記脈波検出部における前記被検体への前記押圧が前記適正押圧であると判定された際
における前記保持機構の保持状態を、特定する保持状態特定情報を記憶し、
　前記処理部は、
　前記保持状態特定情報を前記表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記処理部は、
　前記脈波センサー信号に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定するこ
とを特徴とする脈拍計。
【請求項３】
　請求項２において、
　前記処理部は、
　前記脈波センサー信号のＡＣ成分に対応するＡＣ成分信号、及び前記脈波センサー信号
のＤＣ成分に対応するＤＣ成分信号の少なくとも一方の信号に基づいて、前記押圧が前記
適正押圧であるか否かを判定することを特徴とする脈拍計。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記処理部は、
　前記押圧を変化させた場合の前記ＡＣ成分信号の変化特性に基づいて、前記押圧が前記
適正押圧であるか否かを判定することを特徴とする脈拍計。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記処理部は、
　前記押圧を変化させた場合の前記ＡＣ成分信号の振幅の変化特性に基づいて、前記押圧
が前記適正押圧であるか否かを判定することを特徴とする脈拍計。
【請求項６】
　請求項３において、
　前記処理部は、
　前記押圧を変化させた場合の前記ＤＣ成分信号の変化特性に基づいて、前記押圧が前記
適正押圧であるか否かを判定することを特徴とする脈拍計。
【請求項７】
　請求項６において、
　前記処理部は、
　前記押圧を変化させた場合の前記ＤＣ成分信号の変化特性に基づいて、前記ＤＣ成分信
号の変曲点を検出し、検出した前記変曲点に基づいて前記押圧が前記適正押圧であるか否
かを判定することを特徴とする脈拍計。
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【請求項８】
　請求項１乃至７のいずれかにおいて、
　前記処理部は、
　前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定用環境の設定指示を行う指示画面を、前記
表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項９】
　請求項８において、
　前記処理部は、
　前記被検体の体動の安定化を指示する画面を、前記指示画面として前記表示部に表示す
る制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１０】
　請求項８又は９において、
　前記処理部は、
　所与の判定用姿勢を前記被検体にとらせる指示を行う画面を、前記指示画面として前記
表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１１】
　請求項８乃至１０のいずれかにおいて、
　前記処理部は、
　所与の時間、前記被検体に対して待機を指示する画面を、前記指示画面として前記表示
部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１２】
　請求項９乃至１１のいずれかにおいて、
　前記処理部は、
　前記指示画面に表示された前記判定用環境の条件が満たされたか否かの判断を行い、前
記条件が満たされたと判断された場合に、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定を
行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１３】
　請求項１２において、
　前記処理部は、
　体動センサーからの体動検出信号、及び時間計測部からの時間計測情報の少なくとも一
方に基づいて、前記指示画面に表示された前記判定用環境の前記条件が満たされたか否か
の判断を行い、前記条件が満たされたと判断された場合に、前記押圧が前記適正押圧であ
るか否かの判定を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれかにおいて、
　前記処理部は、
　処理モードとして、保持状態特定情報取得モードと、前記拍動情報を演算する拍動情報
演算モードを有し、
　前記適正押圧判定モードに設定された場合に、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの
判定結果に基づいて前記保持状態特定情報を取得するとともに、取得した前記保持状態特
定情報を前記記憶部に記憶し、
　前記保持状態特定情報の取得後に前記拍動情報演算モードに設定された場合に、前記記
憶部に記憶された前記保持状態特定情報を読み出し、読み出した前記保持状態特定情報を
前記表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１５】
　請求項１乃至１４のいずれかにおいて、
　前記保持機構は、
　前記保持状態として、前記脈波検出部における前記被検体への前記押圧が異なる第１～
第Ｎ（Ｎは２以上の整数）の状態をとり、
　前記処理部は、
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　前記第１～第Ｎの状態の各状態での前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定結果に
基づいて、前記第１～第Ｎの状態のうち少なくとも１つの状態に対応する情報を前記保持
状態特定情報として取得することを特徴とする脈拍計。
【請求項１６】
　請求項１５において、
　前記処理部は、
　第ｉ（ｉは１≦ｉ≦Ｎを満たす整数）の状態での前記押圧が前記適正押圧であるか否か
の判定の後に、前記保持機構での前記保持状態を、前記第ｉの状態よりも前記押圧が小さ
い第ｊ（ｊは１≦ｊ≦Ｎ、ｊ≠ｉを満たす整数）の状態に変更する指示を行う指示画面を
前記表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１７】
　脈波センサーを有する脈波検出部と、
　前記脈波検出部における被検体への押圧が適正押圧か否かを判定するとともに、前記脈
波検出部からの信号に基づいて前記被検体の拍動情報を演算する処理部と、
　前記処理部での処理結果を表示する表示部と、
　前記処理部での処理結果を記憶する記憶部と、
　を含み、
　前記処理部は、
　前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定用環境の設定指示を行う指示画面を、前記
表示部に表示する制御を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１８】
　請求項１７において、
　前記処理部は、
　前記指示画面に表示された前記判定用環境の条件が満たされたか否かの判断を行い、前
記条件が満たされたと判断された場合の前記脈波検出部からの前記信号に基づいて、前記
押圧が前記適正押圧であるか否かの判定を行うことを特徴とする脈拍計。
【請求項１９】
　脈波センサー信号を出力する脈波センサーと、脈波センサー信号を増幅する増幅部とを
有する脈波検出部と、
　前記脈波検出部からの信号に基づいて拍動情報を演算する処理部と、
　前記処理部での処理結果を表示する表示部と、
　前記処理部での処理結果を記憶する記憶部として、
　コンピューターを機能させ、
　前記処理部は、
　前記脈波検出部における被検体への押圧が適正押圧か否かを判定し、
　前記記憶部は、
　前記脈波検出部における前記被検体への前記押圧が前記適正押圧であると判定された際
における、脈拍計を前記被検体に保持する保持機構の保持状態を特定する保持状態特定情
報を記憶し、
　前記処理部は、
　前記保持状態特定情報を前記表示部に表示する制御を行うことを特徴とするプログラム
。
【請求項２０】
　脈波センサーと、脈波センサー信号を増幅する増幅部とを有する脈波検出部と、
　前記脈波検出部における被検体への押圧が適正押圧か否かを判定するとともに、前記脈
波検出部からの信号に基づいて前記被検体の拍動情報を演算する処理部と、
　前記処理部での処理結果を表示する表示部と、
　前記処理部での処理結果を記憶する記憶部として、
　コンピューターを機能させ、
　前記処理部は、
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　前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定用環境の設定指示を行う指示画面を、前記
表示部に表示する制御を行うことを特徴とするプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、脈拍計及びプログラム等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、脈拍計等の電子機器が広く用いられている。脈拍計とは、人体の心拍に由来する
拍動を検出するための装置であって、例えば、腕、手のひら、手指などに装着される脈波
センサーからの信号に基づいて、心拍に由来する信号を検出する装置である。
【０００３】
　脈波センサーとしては例えば光電センサーが用いられる。この場合には、生体に対して
照射された光の反射光又は透過光を当該光電センサーで検出する手法等が考えられる。血
管内の血流量に応じて、照射された光の生体での吸収量、反射量が異なるため、光電セン
サーで検出したセンサー情報（脈波センサー信号）は血流量等に対応した信号となり、当
該信号を解析することで拍動に関する情報を取得することができる。
【０００４】
　しかし、押圧（ここでは生体外部からの当該生体への圧力である外圧）に応じて、脈信
号の振幅が異なることが知られている。過剰な押圧、或いは過小な押圧では脈信号が低下
するため、脈信号に基づく処理（例えば拍動情報の演算等）を精度よく行うためには、適
切な押圧を設定することが必要となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００８－５４８９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１には、脈拍計など生体情報を検出する生体情報検出部の接触圧を測定できる
構造が提示されている。また、接触圧が適正押圧か否かを判定し、圧力をグラフ表示する
ことで、ユーザーに報知する手法も提示されている。
【０００７】
　しかし、脈拍などのバイタルサインは極めて個人差が大きく、そのため適正押圧の値も
ユーザーごとに異なるのに対して、特許文献１の手法は単純な圧力という物理情報（例え
ばｋＰａ等の単位で表される物理量）に基づく処理にとどまり、個人差等は考慮されてい
ないため適正か否かを確実に判定することはできない。例えば、圧力があらかじめ設定さ
れた適正押圧範囲だったとしても、実際の脈信号が過小であれば意味がない。
【０００８】
　本発明の幾つかの態様によれば、適正押圧の判定を行い、適正押圧と判定された場合の
保持状態特定情報を記憶、表示することで適正状態での機器装着を容易にする脈拍計及び
プログラム等を提供することができる。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様は、脈波センサー信号を出力する脈波センサーと、脈波センサー信号を
増幅する増幅部とを有する脈波検出部と、前記脈波検出部からの信号に基づいて拍動情報
を演算する処理部と、前記処理部での処理結果を表示する表示部と、前記処理部での処理
結果を記憶する記憶部と、脈拍計を被検体に保持する保持機構と、を含み、前記脈波検出
部は、適正押圧判定の際に、脈のＡＣ成分信号を脈強度に応じてゲインを適切な値に設定
し、前記処理部は、前記脈波検出部における前記被検体への押圧が適正押圧か否かを判定
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し、前記記憶部は、前記脈波検出部における前記被検体への前記押圧が前記適正押圧であ
ると判定された際における前記保持機構の保持状態を、特定する保持状態特定情報を記憶
し、前記処理部は、前記保持状態特定情報を前記表示部に表示する制御を行う脈拍計に関
係する。
【００１０】
　本発明の一態様では、被検体への押圧が適正押圧であるか否かの判定を行い、適正押圧
である場合の保持機構の保持状態を特定する情報を、保持状態特定情報として記憶、表示
する。よって、適正押圧を圧力値等の物理情報ではなく、保持状態として記憶や表示を行
うことができるため、ユーザーにとってわかりやすい形で適正押圧の情報を提示すること
ができ、適正押圧を実現する保持状態の再現等も容易となる。
【００１１】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記脈波センサー信号に基づいて、前記押
圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【００１２】
　これにより、ユーザーごとの個人差を考慮した適正押圧判定等が可能になる。
【００１３】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記脈波センサー信号のＡＣ成分に対応す
るＡＣ成分信号、及び前記脈波センサー信号のＤＣ成分に対応するＤＣ成分信号の少なく
とも一方の信号に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【００１４】
　これにより、ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の少なくとも一方を用いた適正押圧判定等が
可能になる。
【００１５】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記押圧を変化させた場合の前記ＡＣ成分
信号の変化特性に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【００１６】
　これにより、値そのものに依存しない処理を行うことができ、個人差を考慮した適正押
圧判定等が可能になる。
【００１７】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記押圧を変化させた場合の前記ＡＣ成分
信号の振幅の変化特性に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよ
い。
【００１８】
　これにより、ＡＣ成分信号の振幅の変化特性に基づいた適正押圧判定が可能になる。
【００１９】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記押圧を変化させた場合の前記ＤＣ成分
信号の変化特性に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【００２０】
　これにより、値そのものに依存しない処理を行うことができ、個人差を考慮した適正押
圧判定等が可能になる。
【００２１】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記押圧を変化させた場合の前記ＤＣ成分
信号の変化特性に基づいて、前記ＤＣ成分信号の変曲点を検出し、検出した前記変曲点に
基づいて前記押圧が前記適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【００２２】
　これにより、ＤＣ成分信号の変曲点に基づいた適正押圧判定が可能になる。
【００２３】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判
定用環境の設定指示を行う指示画面を、前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００２４】
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　これにより、判定用環境の設定指示ができるため、適正押圧判定の精度向上を図ること
等が可能になる。
【００２５】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記被検体の体動の安定化を指示する画面
を、前記指示画面として前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００２６】
　これにより、判定用環境の設定指示として、体動の安定化の指示を行うことが可能にな
る。
【００２７】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、所与の判定用姿勢を前記被検体にとらせる
指示を行う画面を、前記指示画面として前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００２８】
　これにより、判定用環境の設定指示として、所与の判定用姿勢をとらせる指示を行うこ
とが可能になる。
【００２９】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、所与の時間、前記被検体に対して待機を指
示する画面を、前記指示画面として前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００３０】
　これにより、判定用環境の設定指示として、所与の時間の待機指示を行うことが可能に
なる。
【００３１】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記指示画面に表示された前記判定用環境
の条件が満たされたか否かの判断を行い、前記条件が満たされたと判断された場合に、前
記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定を行ってもよい。
【００３２】
　これにより、判定用環境の設定指示を行った上で、その指示が満たされたか否かの判断
を行うこと等が可能になる。
【００３３】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、体動センサーからの体動検出信号、及び時
間計測部からの時間計測情報の少なくとも一方に基づいて、前記指示画面に表示された前
記判定用環境の前記条件が満たされたか否かの判断を行い、前記条件が満たされたと判断
された場合に、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定を行ってもよい。
【００３４】
　これにより、判定用環境の条件が満たされたか否かを、体動検出信号と時間計測情報に
基づいて判断することが可能になる。
【００３５】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、処理モードとして、保持状態特定情報取得
モードと、前記拍動情報を演算する拍動情報演算モードを有し、前記適正押圧判定モード
に設定された場合に、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定結果に基づいて前記保
持状態特定情報を取得するとともに、取得した前記保持状態特定情報を前記記憶部に記憶
し、前記保持状態特定情報の取得後に前記拍動情報演算モードに設定された場合に、前記
記憶部に記憶された前記保持状態特定情報を読み出し、読み出した前記保持状態特定情報
を前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００３６】
　これにより、保持状態特定情報取得モードで取得した保持状態特定情報を、拍動情報演
算モードにおいて表示することができ、精度のよい拍動情報演算等が可能になる。
【００３７】
　また、本発明の一態様では、前記保持機構は、前記保持状態として、前記脈波検出部に
おける前記被検体への前記押圧が異なる第１～第Ｎ（Ｎは２以上の整数）の状態をとり、
前記処理部は、前記第１～第Ｎの状態の各状態での前記押圧が前記適正押圧であるか否か
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の判定結果に基づいて、前記第１～第Ｎの状態のうち少なくとも１つの状態に対応する情
報を前記保持状態特定情報として取得してもよい。
【００３８】
　これにより、複数の保持状態をとる保持機構において、当該複数の保持状態のうちの少
なくとも１つの状態に対応する情報を保持状態特定情報として取得することが可能になる
。
【００３９】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、第ｉ（ｉは１≦ｉ≦Ｎを満たす整数）の状
態での前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定の後に、前記保持機構での前記保持状
態を、前記第ｉの状態よりも前記押圧が小さい第ｊ（ｊは１≦ｊ≦Ｎ、ｊ≠ｉを満たす整
数）の状態に変更する指示を行う指示画面を前記表示部に表示する制御を行ってもよい。
【００４０】
　これにより、減圧過程において適正押圧判定を行うことができるため、適正押圧判定の
精度を向上させること等が可能になる。
【００４１】
　また、本発明の他の態様は、脈波センサーを有する脈波検出部と、前記脈波検出部にお
ける被検体への押圧が適正押圧か否かを判定するとともに、前記脈波検出部からの信号に
基づいて前記被検体の拍動情報を演算する処理部と、前記処理部での処理結果を表示する
表示部と、前記処理部での処理結果を記憶する記憶部と、を含み、前記処理部は、前記押
圧が前記適正押圧であるか否かの判定用環境の設定指示を行う指示画面を、前記表示部に
表示する制御を行う脈拍計に関係する。
【００４２】
　本発明の他の態様では、適正押圧判定を行う際に、表示部において判定用環境の設定指
示を行う指示画面を表示する。よって、適正押圧判定に適した環境を設定することが期待
できるため、判定精度の向上等が可能になる。
【００４３】
　また、本発明の一態様では、前記処理部は、前記指示画面に表示された前記判定用環境
の条件が満たされたか否かの判断を行い、前記条件が満たされたと判断された場合の前記
脈波検出部からの前記信号に基づいて、前記押圧が前記適正押圧であるか否かの判定を行
ってもよい。
【００４４】
　これにより、判定用環境の条件が満たされた場合の脈波検出部からの信号に基づく処理
ができるため、判定精度の向上等が可能になる。
【００４５】
　また、本発明の他の態様は、上記の各部としてコンピューターを機能させるプログラム
に関係する。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本実施形態の脈拍計の基本構成例。
【図２】適応フィルターを用いた体動ノイズ低減部の構成例。
【図３】図３（Ａ）～図３（Ｃ）は脈波検出信号、体動検出信号及びそれらに基づく体動
ノイズ低減処理後の信号の波形、周波数スペクトルの例。
【図４】図４（Ａ）、図４（Ｂ）は脈拍計の例。
【図５】本実施形態の脈拍計の詳細な構成例。
【図６】押圧と脈波検出信号（ＡＣ成分信号）の関係図。
【図７】保持機構であるバンドの構成例。
【図８】図８（Ａ）、図８（Ｂ）は押圧とＡＣ成分信号の関係図。
【図９】図９（Ａ）は所与の押圧でのＡＣ成分信号の信号値の例、図９（Ｂ）は所与の押
圧でのＡＣ成分信号の振幅値の例。
【図１０】押圧とＤＣ成分信号の関係図。



(9) JP 2014-195500 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

【図１１】所与の押圧でのＤＣ成分信号の信号値の例。
【図１２】ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の両方を用いた適正押圧判定処理を説明するフロ
ーチャート。
【図１３】表示制御等を含めた本実施形態の処理を説明するフローチャート。
【図１４】ゲイン値推定処理を説明するフローチャート。
【図１５】図１５（Ａ）、図１５（Ｂ）は体動の安定判定に用いる加速度検出値の例、図
１５（Ｃ）は加速度センサーの軸の設定例。
【図１６】体動の安定判定処理を説明するフローチャート。
【図１７】図１７（Ａ）～図１７（Ｃ）は表示部に表示される画面例。
【図１８】図１８（Ａ）、図１８（Ｂ）は姿勢判定に用いる加速度検出値の例。
【図１９】図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）は、ゲイン調整の例（ゲインを増大させる例）
を模式的に示す図。
【図２０】図２０は、ゲイン調整の例（ゲインを減少させる例）を模式的に示す図。
【図２１】図２１（Ａ）及び図２１（Ｂ）は、ゲイン調整の具体例を示す図。
【図２２】姿勢判定処理を説明するフローチャート。
【図２３】図２３（Ａ）～図２３（Ｃ）は加圧過程と減圧過程でのＡＣ成分信号、ＤＣ成
分信号の変化特性の違いを説明する図。
【発明を実施するための形態】
【００４７】
　以下、本実施形態について説明する。なお、以下に説明する本実施形態は、特許請求の
範囲に記載された本発明の内容を不当に限定するものではない。また本実施形態で説明さ
れる構成の全てが、本発明の必須構成要件であるとは限らない。
【００４８】
　（実施形態１）
  １．脈拍計の構成例
  まず、図１を用いて本実施形態の脈拍計（広義には電子機器）の基本的な構成例を説明
する。なお、図１は脈拍計の一例を示すものであり、本実施形態の脈拍計に含まれる構成
が簡略化或いは省略されている場合もあるし、本実施形態の脈拍計では必須の構成でない
ものが含まれている場合もある。
【００４９】
　図１に示すように、本実施形態の脈拍計は、脈波検出部１０と、体動検出部２０と、処
理部１００と、表示部７０とを含む。ただし、脈拍計は図１の構成に限定されず、これら
の一部の構成要素を省略・変更したり、他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が
可能である。
【００５０】
　脈波検出部１０は、脈波センサーのセンサー情報（脈波センサー信号）に基づいて信号
を出力する。脈波検出部１０は、例えば脈波センサー１１と、フィルター処理部１５と、
Ａ／Ｄ変換部１６とを含むことができる。ただし、脈波検出部１０は図１の構成に限定さ
れず、これらの一部の構成要素を省略したり、他の構成要素（例えば信号を増幅する増幅
部等）を追加するなどの種々の変形実施が可能である。
【００５１】
　脈波センサー１１は、脈波信号を検出するためのセンサーであり、例えば光電センサー
等が考えられる。なお、脈波センサー１１として光電センサーを用いる場合には、太陽光
等の外光の信号成分をカットするように構成されているセンサーを用いてもよい。これは
例えば、フォトダイオードを複数設け、それらの信号を用いてフィードバック処理等で差
分情報を求める構成等により実現できる。
【００５２】
　なお、脈波センサー１１は光電センサーに限定されず、超音波を用いたセンサーであっ
てもよい。この場合、脈波センサー１１は２つの圧電素子を有し、一方の圧電素子を励振
させて生体内に超音波を送信するとともに、当該超音波が生体の血流によって反射された
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ものを他方の圧電素子により受信する。送信した超音波と受信した超音波には、血流のド
ップラー効果によって周波数変化が生じるため、この場合にも血流量に対応する信号を取
得することができ、拍動情報の推定が可能である。また、脈波センサー１１として他のセ
ンサーを用いてもよい。
【００５３】
　フィルター処理部１５は、脈波センサー１１からのセンサー情報に対してハイパスフィ
ルター処理を行う。なお、ハイパスフィルターのカットオフ周波数は典型的な脈拍数から
求められてもよい。例えば、通常の人の脈拍数は、毎分３０回を下回るケースは非常に少
ない。つまり、心拍に由来する信号の周波数は０．５Ｈｚ以下になることはまれであるか
ら、この範囲の周波数帯の情報をカットしたとしても、取得したい信号に対する悪影響は
小さいはずである。よって、カットオフ周波数としては０．５Ｈｚ程度を設定してもよい
。また、状況によっては１Ｈｚ等の異なるカットオフ周波数を設定してもよい。さらに言
えば、人の脈拍数には典型的な上限値を想定することも可能であるから、フィルター処理
部１５ではハイパスフィルター処理ではなくバンドパスフィルター処理を行ってもよい。
高周波側のカットオフ周波数もある程度自由に設定可能であるが、例えば４Ｈｚ等の値を
用いればよい。
【００５４】
　Ａ／Ｄ変換部１６では、Ａ／Ｄ変換処理を行い、デジタル信号を出力する。なお、上述
のフィルター処理部１５での処理は、Ａ／Ｄ変換処理の前に行われるアナログフィルター
処理であってもよいし、Ａ／Ｄ変換処理の後に行われるデジタルフィルター処理であって
もよい。
【００５５】
　体動検出部２０は、種々のセンサーのセンサー情報に基づいて体動に応じた信号（体動
検出信号）を出力する。体動検出部２０は、例えば加速度センサー２１と、圧力センサー
２２と、Ａ／Ｄ変換部２６を含むことができる。ただし、体動検出部２０はその他のセン
サー（例えばジャイロセンサー）や、信号を増幅する増幅部等を含んでもよい。また、複
数種類のセンサーを設ける必要はなく、１種類のセンサーを含む構成であってもよい。
【００５６】
　処理部１００は、信号処理部１１０と、拍動情報演算部１２０とを含む。ただし、処理
部１００は図１の構成に限定されず、これらの一部の構成要素を省略したり、他の構成要
素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。信号処理部１１０は、脈波検出部から
の出力信号や、体動検出部からの出力信号に対して信号処理を行う。
【００５７】
　信号処理部１１０は、脈波信号処理部１１１と、体動信号処理部１１３と、体動ノイズ
低減部１１５とを含むことができる。
【００５８】
　脈波信号処理部１１１は、脈波検出部１０からの信号に対して、何らかの信号処理を行
う。なお、図１のＤ１で示した脈波検出部１０からの出力としては、脈波センサー信号に
基づく種々の信号が考えられる。例えば、後述する拍動情報の演算はＤＣ成分カット後の
脈波センサー信号（以下、脈波検出信号とも表記する。また、後の説明ではこれと同等の
信号をＡＣ成分信号と表記する）に基づいて行われることが多いため、Ｄ１にはハイパス
フィルター処理後の脈波センサー信号が含まれることが想定される。ただし、フィルター
処理が行われていない信号が出力されてもよいし、場合によってはローパスフィルター処
理後の脈波センサー信号が出力されてもよい。Ｄ１に複数の信号（例えばハイパスフィル
ター処理前の脈波センサー信号と、処理後の脈波センサー信号の両方）が含まれる場合に
は、脈波信号処理部１１１での処理は、Ｄ１に含まれる信号の全部に対して行われてもよ
いし、一部に対して行われてもよい。処理内容も種々考えられ、例えば脈波検出信号に対
するイコライザー処理であってもよいし、他の処理であってもよい。
【００５９】
　体動信号処理部１１３は、体動検出部２０からの体動検出信号に対して、種々の信号処
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理を行う。Ｄ１と同様に、Ｄ２で示した体動検出部２０からの出力としても種々の信号が
考えられる。例えば、図１の例では加速度センサー２１と、圧力センサー２２を含んでい
るため、Ｄ２の体動検出信号は加速度信号と圧力信号とを含むことになる。また、体動検
出用センサーは、ジャイロセンサー等、他のセンサーを用いることも可能であるから、Ｄ
２にはセンサーの種類に対応する種類の出力信号が含まれることになる。体動信号処理部
１１３での処理は、Ｄ２に含まれる信号の全部に対して行われてもよいし、一部に対して
行われてもよい。例えば、Ｄ２に含まれる信号の比較処理を行って、体動ノイズ低減部１
１５でのノイズ低減処理で用いられる信号を決定する処理を行ってもよい。
【００６０】
　なお、脈波信号処理部１１１での処理において、脈波検出部からの信号に併せて体動検
出信号も用いるものとしてもよい。同様に、体動信号処理部１１３での処理において、体
動検出信号に併せて脈波検出部１０からの信号も用いるものとしてもよい。また、脈波検
出部１０からの出力信号に対して、脈波信号処理部１１１において所与の処理が行われた
後の信号を、体動信号処理部１１３での処理に用いてもよいし、その逆であってもよい。
【００６１】
　体動ノイズ低減部１１５は、体動検出信号を用いて、脈波検出信号から体動に起因した
ノイズ（体動ノイズ）を低減する処理を行う。適応フィルターを用いたノイズ低減処理の
具体例を図２に示す。脈波センサー１１から取得された脈波センサー信号には、心拍に起
因する成分の他に、体動に起因する成分も含まれている。それは、拍動情報の演算に用い
られる脈波検出信号（ＤＣ成分カット後の脈波センサー信号）でも同様である。このうち
拍動情報の演算に有用であるのは心拍に起因する成分であって、体動に起因する成分は演
算の妨げとなる。よって、体動センサーを用いて体動に起因する信号（体動検出信号）を
取得し、脈波検出信号から体動検出信号と相関のある信号成分（推定体動ノイズ成分と呼
ぶ）を除去することで、脈波検出信号に含まれる体動ノイズを低減する。ただし、脈波検
出信号中の体動ノイズと、体動センサーからの体動検出信号は、ともに同一の体動に起因
する信号であったとしてもその信号レベルまで同一であるとは限らない。よって、体動検
出信号に対して適応的にフィルター係数が決定されるフィルター処理を行うことで、推定
体動ノイズ成分を算出し、脈波検出信号と推定体動ノイズ成分の差分をとるものとする。
【００６２】
　以上の処理を周波数スペクトルで説明したものが図３（Ａ）～図３（Ｃ）である。図３
（Ａ）等は、上部に信号の時間変化波形を示し、下部にその周波数スペクトルを示したも
のである。図３（Ａ）は体動ノイズ低減前の脈波検出信号を表したものであり、Ａ１及び
Ａ２に示したように、スペクトルにおいて値の大きい周波数が２つ現れている。このうち
一方が心拍に起因するものであり、他方が体動に起因するものである。なお、Ａ１よりも
高い周波数にも値が大きいものがあるが、Ａ１，Ａ２の整数倍に相当する高周波成分であ
るため、ここでは考慮しない。以下、図３（Ｂ）、図３（Ｃ）においても高周波成分が見
られるが、同様にここでは考慮しないものとする。
【００６３】
　それに対して、図３（Ｂ）は体動検出信号を表したものであり、体動検出信号の要因と
なった体動が１種類であれば、Ｂ１に示したように値が大きい周波数が１つ現れる。ここ
で、Ｂ１の周波数は図３（Ａ）のＡ２に対応している。このような場合に、図２に示した
ような手法で脈波検出信号と推定体動ノイズ成分との差分をとることで、図３（Ｃ）の信
号が得られる。図から明らかなように、心拍及び体動に起因する２つのピークＡ１，Ａ２
を持つ脈波検出信号から、体動に起因するピークＢ１を持つ推定体動ノイズ成分を引くこ
とで、脈波検出信号中の体動成分（Ａ２に対応）が除かれ、結果として心拍に起因するピ
ークＣ１（周波数はＡ１に対応）が残ることになる。
【００６４】
　なお、脈波検出信号に含まれる体動ノイズと、体動検出信号とが対応していること、及
び体動検出信号にノイズ低減処理に悪影響を及ぼす信号成分が含まれていないこと等が保
証される状況では、体動ノイズ低減部１１５において周波数解析を行う必要はないため、



(12) JP 2014-195500 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

図３（Ａ）、図３（Ｂ）の下部に示された周波数スペクトルは考慮せずともよい。ただし
、体動検出信号の取得に用いられるセンサーの種類等によっては、上記の条件が満たされ
ないケースも起こりえる。その場合には、例えば体動信号処理部１１３において、上記条
件を満たすように体動検出信号を加工してもよいし、上記条件を見たさない体動検出信号
を体動ノイズ低減部１１５等への出力から除外してもよい。なお、上記条件を満たすか否
かの判定を行う手法としては種々考えられるが、例えば周波数解析により得られる、図３
（Ａ）、図３（Ｂ）の下部に示したような周波数スペクトルを利用してもよい。
【００６５】
　拍動情報演算部１２０は、入力信号に基づいて拍動情報を演算する。拍動情報とは例え
ば脈拍数の値でもよい。例えば、拍動情報演算部１２０は、体動ノイズ低減部１１５での
ノイズ低減処理後の脈波検出信号に対してＦＦＴ等の周波数解析を行ってスペクトルを求
め、求めたスペクトルにおいて代表的な周波数を心拍の周波数とする処理を行ってもよい
。その場合、求めた周波数を６０倍した値が一般的に用いられる脈拍数（心拍数）となる
。
【００６６】
　なお、拍動情報は脈拍数には限定されず、例えば脈拍数を表す情報（心拍の周波数や周
期等）であってもよい。また、拍動の状態を表す情報であってもよく、例えば血流量その
もの（或いはその変動）を表す値を拍動情報としてもよい。ただし、血流量と脈波センサ
ー信号の信号値との関係にはユーザーごとに個人差があるため、血流量等を拍動情報とす
る場合には当該個人差に対応するための補正処理を行うことが望ましい。
【００６７】
　また、入力された脈波検出信号の時間変化波形上で、所与の値（上ピーク、下ピーク、
或いは所与の閾値以上の値等）が現れるタイミングを検出し、そのタイミングの間隔に相
当する時間から、心拍の周期を求めて拍動情報を演算してもよい。或いは、脈波検出信号
の波形を矩形波に変形し、当該矩形波の立ち上がり等を用いることでも拍動情報を演算で
きる。この場合、周波数解析を行わなくてもよいため、計算量や消費電力の面で優位であ
る。ただし、この手法では周波数軸への変換はせずに信号値をそのまま用いているため、
ある程度波形が整っている必要があることから、ノイズが多い状況等では周波数解析を行
うことが望ましい。
【００６８】
　表示部７０（広義には出力部）は、演算した拍動情報等の提示に用いられる各種の表示
画面を表示するためのものであり、例えば液晶ディスプレイや有機ＥＬディスプレイなど
により実現できる。
【００６９】
　上述した脈拍計の具体例を図４（Ａ）、図４（Ｂ）に示す。図４（Ａ）は、腕時計型の
脈拍計の例である。脈波センサー１１及び表示部７０を含むベース部４００は、保持機構
３００（例えばバンド等）によって、被検体（ユーザー）の左手首２００に装着されてい
る。図４（Ｂ）は、指装着型の例である。被検体の指先に挿入するためのリング状のガイ
ド３０２の底部に、脈波センサー１１が設けられている。ただし、図４（Ｂ）の場合には
表示部７０を設ける空間的余裕がないため、表示部７０（及び必要に応じて処理部１００
に相当する部分）は脈波センサー１１に接続された有線ケーブルの他端側等に設けられる
ことが想定される。
【００７０】
　後述する本実施形態の手法はいずれのタイプの脈拍計にも適用可能であるが、腕時計型
の脈拍計（図４（Ａ）の例）に適用するのが、より好ましい。ただし、図４（Ａ）の例で
は、脈波センサー１１が、手首外側（腕時計の裏蓋面と接触する部位）など、脈波センサ
ー信号を取得しにくい部位に装着される。このため、脈波センサー１１から出力される脈
波センサー信号の振幅が総じて小さくなる傾向にある。よって、後述する本実施形態のよ
うに、何らかの手法により拍動情報の精度に関する処理を行うことが望ましい。
【００７１】
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　２．本実施形態の手法
  上述したように、光電センサー等の脈波センサーを用いることで、血行状態（例えば血
流量）に対応した脈波センサー信号を取得することができる。しかし、腕等を強く圧迫し
た場合に、当該圧迫部分よりも末端側の部位では血流量が少なくなることからも容易に理
解できるように、生体（狭義には血管）への外圧により血流量は変化する。つまり、外圧
が過剰に強ければ脈波センサー信号の信号値を小さくしてしまい、相対的にノイズの影響
が大きくなる（ＳＮ状態が悪くなる）ため、その後の処理に支障を来す（例えば脈波セン
サー信号に基づく拍動情報の精度が低下する）。
【００７２】
　また、外圧が過小でも脈波センサー信号の信号値が小さくなり好ましくない。その要因
の一つとしては静脈に起因する成分の影響が考えられる。脈波センサーでは、動脈に起因
する成分と静脈に起因する成分の両方を取得することになるが、広く用いられている手法
は、そのうちの動脈成分に基づいて拍動情報の演算等を行うものであり、静脈成分はかえ
って脈波センサー信号の信号値を小さくする等の悪影響を及ぼす。つまり、外圧が過小の
場合には静脈成分の影響が出てしまい脈波センサー信号の信号値が小さくなってしまい、
この場合も好ましくないと言える。外圧に対するＡＣ成分信号（脈波検出信号）の変化特
性例を図６に示す。図６から明らかなように押圧が過剰又は過小の場合には信号値が小さ
くなることがわかる。
【００７３】
　外圧を加えることで血流が低下する点は動脈も静脈も同様であるが、生体の特徴から、
静脈は動脈に比べて小さい外圧で十分血流が低下することが知られている。つまり、静脈
での血流が十分低下（狭義には消失）する点（以下、静脈消失点と表記）での圧力をＶ１
、動脈での血流が十分低下する点（以下、動脈消失点と表記）での圧力をＶ２とした場合
には、Ｖ１＜Ｖ２の関係が成り立つ。この場合、外圧がＶ２よりも大きい場合が上述した
外圧が過剰に強い状況に相当することになり、本来取得したい動脈成分まで消失してしま
っており十分な信号値が得られない。一方、外圧がＶ１よりも小さい場合が上述した外圧
が過小な状況に相当することになり、静脈成分の影響を受けてしまい、やはり十分な信号
値が得られない。
【００７４】
　つまり、Ｖ１＜Ｖ＜Ｖ２を満たす外圧Ｖを被検体に加えることで、静脈成分の影響を十
分に抑止し、かつ動脈成分の血流を必要以上に低下させないことが可能になる。本実施形
態では上記条件を満たすＶを適正押圧とする。なお、適正押圧は上記条件を満たすＶ全て
ではなく、その一部範囲や特定の圧力値等を指すものであってもよい。
【００７５】
　従来、圧力センサー等を用いて生体情報を検出する部分での接触圧を測定するとともに
、その接触圧と所与の基準値との比較処理に基づいて、現在の圧力が適正押圧であるか否
かをグラフ表示としてユーザーに提示する手法等が開示されている。しかし、脈拍などの
バイタルサインは極めて個人差が大きく、上述した適正押圧もユーザーごとに異なる値（
範囲）をとる。よって、測定した接触圧との比較対象となる基準値をユーザーごとに決定
しなければ個人差に対応できないところ、従来手法は単純な圧力という物理情報に基づく
処理が記載されているにすぎない。圧力という物理情報に個人差に起因する信号がのると
は考えにくく、かつ個人差に対応した基準値の設定手法等も開示されていない以上、従来
手法には個人差に対応する手法は開示されていないということになる。
【００７６】
　よって、従来手法ではグラフ表示等によりユーザーに対して外圧の大きさの調整を指示
したとしても、基準となる適正押圧が個人差に対応できていない以上、指示に従った結果
が適切な状態になっているかどうかはわからず、この点が第１の問題点として考えられる
。
【００７７】
　また、従来手法の第２の問題点として、接触圧と機器の保持状態（装着状態）の対応関
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係については触れられていないことが挙げられる。つまり、適正押圧の圧力値がわかって
いたとしても、どのように機器を装着すればその圧力値が得られるかということはわから
ない。ユーザーがある状態で装着して接触圧を測定した上であれば、そこから圧力の上げ
下げ（例えばバンドを締めるか緩めるか）の指示はできるが、一回接触圧の情報を取得し
なければそもそも指示を開始することができないことになる。よって、機器を再装着する
場合には、毎回装着状態を調整する必要があった。
【００７８】
　そこで本出願人は、脈波センサー信号に基づいた適正押圧の判定手法を提案する。脈波
センサー信号はユーザーごとにその特徴が現れるものであるため、脈波センサー信号に基
づく判定であれば、個人差に対応することが可能になる。さらにいえば、同一ユーザーで
あっても体調等の変化により適正押圧の範囲が変動しうるが、本実施形態の手法であれば
そのような変化にも対応できる。
【００７９】
　ただし、上述したように脈波センサー信号の信号値はユーザーごとに異なるため、適正
押圧における信号値も比較的大きいユーザーと小さいユーザーとが存在する。そのため、
ある押圧での信号値を単独で用いたとしても、当該押圧が適正押圧であるか否かの判定は
困難である。よって、本実施形態では押圧を変化させながら脈波センサー信号を取得して
、押圧に対する脈波センサー信号の変化特性を用いることで適正押圧か否かの判定を行う
ことを想定している。
【００８０】
　また、本実施形態では適正押圧にあるか否かを判定を行った際に、適正押圧と判定され
た場合の保持状態特定情報を記憶する。これは例えば、何番目のバンド穴を用いて機器を
装着すれば、このユーザーの場合適正押圧を加えることができるという情報等である。こ
のようにすれば、押圧の値ではなくバンドの締め具合等により適正な装着状態を規定でき
るため、直感的でありユーザーにとってわかりやすい。また、記憶しておいた保持状態特
定情報を表示すれば、ユーザーは容易に適正押圧を実現する保持状態を再現できる。つま
り、再装着時に調整等は不要となり、利便性等の観点から有利である。
【００８１】
　なお、従来手法にはポンプ等を用いて自動的に加圧、減圧する手法も併せて開示されて
いる。この手法はユーザーの手動での装着状態調整が不要であるという点では好ましいが
、手首装着型機器のように、日常生活や運動中に用いることを想定した場合、サイズや消
費電力等を考えると現実的ではないため、ここではそのような手法は考慮しない。つまり
、本実施形態では適正押圧判定の際に押圧を変化させることは上述したとおりであるが、
その押圧変化はユーザーの手で行われることが想定される。そのため、システムが適切な
押圧変化をユーザーに指示するためにも、表示部等のインターフェイスを用いたユーザー
とのインタラクションが重要となる。
【００８２】
　以下、脈拍計のシステム構成例について述べた後、脈波センサー信号に基づく適正押圧
の判定手法について説明する。最後に、ユーザーとのインタラクションを想定した表示制
御手法について説明する。
【００８３】
　なお、厳密には血行状態は外圧だけではなく、血管内部の圧力である内圧にも依存する
ことが知られている。ただし本実施形態では、後述するように適切な指示画面を表示する
制御を行うことで、内圧の変動をできるだけ抑止し、その状態で外圧を変化させて適正押
圧の判定等の処理を行う。よって、本実施形態の手法では内圧が大きく変化するのは例外
的な状況であり、そのような場合は特に考慮しない。そのため、押圧という用語が外圧を
意味するのはもちろんのこと、特に断りがなく圧力や接触圧といった用語が使われた場合
にも、当該用語は外圧を指すものとする。
【００８４】
　３．システム構成例
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  図５に本実施形態の脈拍計のシステム構成例を示す。脈拍計は、脈波検出部１０と、体
動検出部２０と、処理部１００と、表示部７０と、外部Ｉ／Ｆ部８０と、記憶部９０を含
む。ただし脈拍計は、図５の構成に限定されず、これらの一部の構成要素を省略したり、
他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。例えば、本実施形態では体
動ノイズの低減は必須ではなく、処理部１００の体動ノイズ低減部１１５等を省略しても
よい。なお、脈拍計の全体構成としては図４（Ａ）に示したように、保持機構３００とベ
ース部４００とを含むものが考えられ、図５に示した各部は図４（Ａ）のベース部４００
に含まれることが想定される。
【００８５】
　脈波検出部１０は、脈波センサー１１と、フィルター処理部１５－１，１５－２と、Ａ
／Ｄ変換部１６－ １，１６－ ２と、増幅部１７とを含む。ただし脈波検出部１０は、図
５の構成に限定されず、これらの一部の構成要素を省略したり、他の構成要素を追加する
などの種々の変形実施が可能である。
【００８６】
　脈波センサー１１は、図１を用いて上述したように光電センサー等を用いる。フィルタ
ー処理部１５－１は、本実施形態ではハイパスフィルター処理を行うハイパスフィルター
により実現され、フィルター処理部１５－２は、本実施形態ではローパスフィルター処理
を行うローパスフィルターにより実現される。つまり、フィルター処理部１５－１の出力
は、脈波センサー信号の高周波成分であるＡＣ成分信号であり、フィルター処理部１５－
２の出力は、脈波センサー信号の低周波成分であるＤＣ成分信号である。増幅部１７は、
ゲインＧＮを調整することによって、脈信号の感度を調整することができる。本実施形態
では、脈波検出部１０はＡ／Ｄ変換部１６－１と、Ａ／Ｄ変換部１６－２を含み、それぞ
れ入力されたアナログ信号をデジタル信号に変換して出力する。
【００８７】
　図５に示したように、脈波センサー１１は、フィルター処理部１５－１とフィルター処
理部１５－２に接続される。フィルター処理部１５－１は増幅部１７に接続される。増幅
部１７はＡ／Ｄ変換部１６－１に接続される。Ａ／Ｄ変換部１６－１は体動ノイズ低減部
１１５と、後述する適正押圧判定部１１９に接続される。また、フィルター処理部１５－
２はＡ／Ｄ変換部１６－２に接続される。Ａ／Ｄ変換部１６－２は適正押圧判定部１１９
に接続される。
【００８８】
　なお、脈波検出部１０はフィルター処理部１５－２を省略してもよい。その場合、Ａ／
Ｄ変換部１６－２の出力は脈波センサー信号の高周波成分と低周波成分の両方を含む信号
となる。その他、脈波検出部１０に含まれる各部の接続については種々の変形実施が可能
である。
【００８９】
　体動検出部２０は、加速度センサー２１と、Ａ／Ｄ変換部２６とを含む。加速度センサ
ー２１はＡ／Ｄ変換部２６に接続され、Ａ／Ｄ変換部２６は体動ノイズ低減部１１５と、
適正押圧判定部１１９とに接続されている。なお、体動検出部２０は体動を検出するセン
サーを有すればよく、加速度センサー２１を他のセンサーに変更してもよいし、複数のセ
ンサーを有していてもよい。
【００９０】
　処理部１００は、信号処理部１１０と、拍動情報演算部１２０と、表示制御部１３０と
、時間計測部１４０と、増幅部制御部１５０とを含み、信号処理部１１０は、体動ノイズ
低減部１１５と、適正押圧判定部１１９とを含む。ただし、処理部１００や信号処理部１
１０は、図５の構成に限定されず、これらの一部の構成要素（例えば体動ノイズ低減部１
１５）を省略したり、他の構成要素を追加するなどの種々の変形実施が可能である。
【００９１】
　適正押圧判定部１１９は、Ａ／Ｄ変換部１６－１からのＡＣ成分信号、及びＡ／Ｄ変換
部１６－２からのＤＣ成分信号の少なくとも一方に基づいて、当該信号取得タイミングに
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対応する押圧が適正押圧であるか否かの判定を行う。この際、体動検出部２０からの体動
検出信号や、時間計測部１４０からの時間計測情報等を用いてもよい。また、外部Ｉ／Ｆ
部８０からの情報等に基づいて適正押圧であると判定された際における保持機構３００の
保持状態を特定する保持状態特定情報を取得し、取得した保持状態特定情報を記憶部９０
及び表示制御部１３０に出力する。適正押圧判定部１１９での処理の詳細は後述する。
【００９２】
　体動ノイズ低減部１１５は、Ａ／Ｄ変換部１６－１からのＡＣ成分信号に対して、体動
検出部２０からの体動検出信号に基づいて体動ノイズの低減処理を行う。体動ノイズ低減
部１１５の処理内容については図２等を用いて上述したものと同様であるため、詳細な説
明は省略する。また、拍動情報演算部１２０での処理も上述した通りである。
【００９３】
　表示制御部１３０は、表示部７０での表示のための制御を行う。例えば、適正押圧判定
部１１９での判定の際には押圧を変化させる必要があるが、適切な押圧変化を実現できる
ように、ユーザーに対して指示を行う指示画面を表示する制御を行う。また、適正押圧か
否かの判定用環境を設定する指示を行う指示画面を表示する制御を行ってもよい。その他
、拍動情報演算部１２０で演算された拍動情報の表示制御等も行う。詳細は後述する。
【００９４】
　時間計測部１４０は、時間の計測処理を行う。例えば、所与の間隔でタイムスタンプ等
の時刻情報を取得するタイマーを有し、取得した時刻情報の差分等から時間を計測するも
のが考えられる。
【００９５】
　増幅部制御部１５０は、増幅部１７でのゲインＧＮの制御を行うことによって、脈信号
の感度を調整することができる。
【００９６】
　表示部７０は、表示制御部１３０での制御内容に従って、種々の情報を表示する。外部
Ｉ／Ｆ部８０は、外部とのインターフェイスとなるものであり、狭義にはユーザーが脈拍
計の各種操作を行うための各種ボタンやＧＵＩ等を有する操作部であってもよい。記憶部
９０は、処理部１００等のワーク領域となるもので、その機能はＲＡＭ等のメモリーやＨ
ＤＤ（ハードディスクドライブ）などにより実現できる。記憶部９０は種々の情報を記憶
するが、特に適正押圧判定部１１９において取得された保持状態特定情報を記憶する。
【００９７】
　４．脈波センサー信号に基づく適正押圧判定
  ４．１　適正押圧の判定
  次に脈波センサー信号に基づいて、適正押圧を判定する手法について説明する。上述し
たように、脈波センサー信号の信号値はユーザーによって異なるものであるから、適正押
圧である場合の信号値が比較的大きいユーザーと比較的小さいユーザーが存在することに
なる。よって、所与の押圧の際の信号値のみを取得したとしても、信号値に基づいて当該
押圧が適正押圧であるか否かという判定を行うことは困難である。例えば、信号値と所与
の閾値との比較処理により、押圧が適正押圧であるか否かの判定を行おうとしても、複数
のユーザーに対して汎用的に用いることができる閾値を設定することは難しい。
【００９８】
　そこで本実施形態では、生体に対する押圧を変化させ、その押圧変化に対する脈波セン
サー信号の変化特性に基づいて適正押圧を判定する。信号値の大きさには個人差があるが
、脈波センサー信号の変化特性はどのユーザーも同様の傾向を持つためである。例えば、
離散的な押圧変化を考える場合には、それぞれ異なる第１～第Ｍの押圧を順次生体に対し
て加え、各押圧での脈波センサー信号を取得する。そして、取得した第１～第Ｍの脈波セ
ンサー信号に基づいて、第１～第Ｍの押圧のうち、いずれの押圧が適正押圧であるかの判
定を行えばよい。
【００９９】
　なお、適正押圧は生体の特性に鑑みればある程度の範囲を持つ（上述したＶ１＜Ｖ＜Ｖ



(17) JP 2014-195500 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

２を満たす範囲）ため、本実施形態により適正押圧であると判定される押圧は１つの圧力
値に限定されず、複数の値を持ったり、所与の範囲により表されてもよい。
【０１００】
　以下の説明では、脈拍計は図４（Ａ）に示したように保持機構３００としてバンドを有
する腕時計型機器であり、そのバンドには図７に示したように複数の穴が設けられて、ど
の穴を用いて保持するかにより押圧を変更することができるものを想定している。ただし
、保持機構３００の構成はこれに限定されるものではない。
【０１０１】
　また、押圧変化はユーザーにより行われるが、それを実現するために表示部７０に指示
画面を表示する等の表示制御が行われる。表示制御等に基づく具体的なインタラクション
については後述するものとし、ここでは押圧変化が適切に行われたことを前提として、取
得した脈波センサー信号に基づく判定処理を述べる。また、判定精度向上のためには、適
切な判定用環境を設定する必要があるが、その環境設定も指示画面等の表示制御により行
うものであり、詳細は後述する。ここでは押圧変化と同様に、適切な判定用環境が設定さ
れたことを前提として説明を行う。
【０１０２】
　なお、上述したように本実施形態では、適正押圧をｋＰａ等の単位の物理量ではなく、
保持機構３００の保持状態に対応づけて処理を行う。よって、以下の説明では記載を簡略
化するために、押圧を変化させて適正押圧を判定するものとしているが、押圧を変化させ
るとは、保持機構３００での保持状態を変化させることに相当するし、適正押圧を判定す
るとは、適正押圧を実現する保持状態を判定するということに相当する。
【０１０３】
　４．２　ＡＣ成分信号に基づく適正押圧判定
  脈波センサー信号のＡＣ成分に対応するＡＣ成分信号に基づく判定について説明する。
図８（Ａ）、図８（Ｂ）に押圧変化に対するＡＣ成分信号の信号値の変化特性を示す。た
だし、図８（Ａ）は押圧に対するＡＣ成分信号の一般的な変化傾向を説明するための図で
ある。図８（Ａ）、図８（Ｂ）の横軸は時刻を表し、押圧の時間変化から明らかなように
、時間とともに押圧を下げていく減圧方向でのグラフとなっている。
【０１０４】
　図８（Ａ）に示したように、ＡＣ成分信号の振幅は、押圧が大きい場合には小さい値と
なるが、押圧を下げるほど振幅値が大きくなっていく。そして、押圧が所与の値よりも小
さくなると振幅値は減少傾向に転ずる。ＡＣ成分信号は心拍に起因した信号であり、拍動
情報の演算に用いられることを考慮すれば、ＡＣ成分信号の振幅値が大きい押圧を適正押
圧とすればよい。例えば図８（Ａ）であればＥ１で示した範囲が適正押圧となる。
【０１０５】
　つまり、ＡＣ成分信号を用いる場合には、各押圧での振幅値を算出し、算出した振幅値
が大きくなる押圧を適正押圧とすればよい。具体例を図９（Ａ）、図９（Ｂ）に示す。図
９（Ａ）はバンド穴位置を所与の位置に設定した際のＡＣ成分信号の時間変化を表すもの
であり、横軸の単位は秒である。図９（Ａ）の前半部分（０秒～ １０秒程度の期間）は
、バンド穴位置を設定したタイミング、及び当該タイミングからの時間経過が短い期間で
あり、この期間ではＡＣ成分信号の信号値は安定しないため、振幅値の算出は行わない。
つまり、振幅値はバンド装着後、所与の時間が経過してからの信号値（例えば図９（Ａ）
のＦ１の期間での信号値）に基づいて行われる。
【０１０６】
　ここで、振幅値はピークに基づいて算出すればよく、上ピークと下ピークのどちらか一
方を用いてもよいが、ここではその両方から振幅値を算出するものとする。具体的には、
ＡＣ成分信号の一周期（心臓の一拍の運動に対応）での最大値（上ピーク）と最小値（下
ピーク）を検出し、最大値と最小値の差分値（Peak to peak）を当該周期での振幅値とす
る。図９（Ａ）のＦ１に示したように、振幅値の算出期間はＡＣ成分信号の一周期よりも
長いことが想定されるため、当該算出期間において複数の差分値が取得される。図９（Ｂ
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）は差分値の時間変化の一例であり、拍動の一周期ごとに一回取得される差分値を取得順
に並べたものである（横軸は取得順序を表すものであり秒等の単位ではない）。本実施形
態では振幅値算出期間（Ｆ１）における当該複数の差分値の平均値を、設定されたバンド
穴位置（及びそれに対応する押圧）での振幅値とすればよい。
【０１０７】
　なお、平均値は単純な平均値であってもよいし、極端に大きい（或いは小さい）データ
を平均値算出において除外するトリム平均値であってもよい。トリム平均値を用いるので
あれば、除外範囲は標準偏差σ等から設定すればよく、例えば３σを用いればよい。
【０１０８】
　以上の処理により、所与の押圧（バンド穴位置）でのＡＣ成分信号の振幅値が算出でき
る。適正押圧の判定では、各押圧での振幅値をそれぞれ求め、振幅値が最大となる押圧を
適正押圧とすればよい。
【０１０９】
　４．３　ＤＣ成分信号に基づく適正押圧判定
  脈波センサー信号のＤＣ成分に対応するＤＣ成分信号に基づく判定について説明する。
図１０に押圧変化に対するＤＣ成分信号の信号値の変化特性を示す。ただし、図１０は押
圧に対するＤＣ成分信号の一般的な変化傾向を説明するための図である。図８（Ａ）、図
８（Ｂ）とは異なり、図１０の横軸は押圧を表す。
【０１１０】
　図１０に示したように、押圧変化に対するＤＣ成分信号の変化特性曲線において、静脈
消失点に対応する押圧及び動脈消失点に対応する押圧はともに変曲点となる。つまり、Ｄ
Ｃ成分信号の変曲点を検出することで、静脈消失点に対応する押圧及び動脈消失点に対応
する押圧を検出することができる。上述したように、適正押圧は静脈消失点での押圧より
大きく、かつ動脈消失点での押圧より小さい圧力であればよいため、この条件を満たす範
囲で適正押圧を判定すればよい。また、上記条件を満たす圧力範囲のうち、１つの圧力値
を適正押圧としてもよく、例えば静脈消失点での押圧と、動脈消失点での押圧の平均値を
適正押圧としてもよい。
【０１１１】
　なお、ＤＣ成分信号の変化特性曲線の変曲点の検出手法は種々考えられる。例えば、図
８（Ｂ）に示したように、時間の経過とともに押圧が変化していく場合であれば、それに
対応したＤＣ成分信号の時間変化曲線（つまり、横軸が時刻で縦軸がＤＣ成分信号の信号
値となるグラフ）も、押圧変化に対応するＤＣ成分信号の変化特性を表すことになるため
、この曲線の変曲点を検出するものとしてもよい。この手法であれば、各時刻で取得され
たＤＣ成分信号の信号値をそのまま用いることができるため、前処理等が不要という利点
がある。
【０１１２】
　一方、上述の時間変化曲線では、グラフの横軸はあくまで時刻であり押圧ではないため
、横軸方向での変化を考えた場合に、それが押圧の線形での変化に対応するわけではない
。例えば、時刻Ｔ１～Ｔ２の間での押圧を考えた場合に、押圧が一定の傾きを持って変化
することは考えにくく、当該期間での押圧が不変であったり、Ｔ１～Ｔ３（Ｔ３＜Ｔ２）
では第１の押圧でＴ３～Ｔ２では第２の押圧となるような極端な変化をすることが考えら
れる。つまり、時間変化曲線ではなく、図１０のような押圧変化曲線（横軸が押圧で、縦
軸がＤＣ成分信号の信号値となるグラフ）を用いた方が、押圧に対する変化特性が顕著に
表れることが期待される。また、ＡＣ成分信号の説明でも触れたように、バンドを装着し
てから所与の時間は信号値が安定しないことが考えられるが、時間変化曲線ではそのよう
な不安定な信号値がそのまま現れてしまうため処理に悪影響を及ぼす可能性がある。
【０１１３】
　そこで本実施形態では、所与の押圧が設定された場合に、当該押圧でのＤＣ成分信号に
基づいて１つの代表値を算出するものとする。この処理を複数の押圧において行うことで
、押圧とＤＣ成分信号との対応関係を表すグラフ（上述の押圧変化曲線）を取得すること
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ができるため、取得したグラフでの変曲点を検出すればよい。
【０１１４】
　所与の押圧が設定された場合の代表値の算出手法を、図１１を用いて説明する。図１１
はバンド穴位置を所与の位置に設定した際のＤＣ成分信号の時間変化を表す。図９（Ａ）
と同様に、図１１の前半部分は、バンド穴位置を設定したタイミング、及び当該タイミン
グからの時間経過が短い期間であり、この期間ではＤＣ成分信号の信号値は安定しないた
め、代表値の算出は行わず、Ｇ１に示したその後の期間を用いる。代表値の算出手法は種
々考えられるが、例えば算出区間（図１１のＧ１）でのＤＣ成分信号の信号値の平均値を
とればよい。ＡＣ成分信号での処理と同様に、平均値は単純な平均値であってもよいし、
極端に大きい（或いは小さい）データを平均値算出において除外するトリム平均値であっ
てもよい。このようにして、各押圧において代表値を求めることで、ＤＣ成分信号の押圧
変化曲線を求めることができる。
【０１１５】
　なお、曲線からの変曲点の検出は数学的に重要な分野であり、コンピューターシステム
等における変曲点検出についても多くの従来例が存在する。本実施形態ではそれらのうち
任意の手法を用いることができることから、変曲点の検出手法についての詳細な説明は省
略する。
【０１１６】
　４．４　ＡＣ成分信号及びＤＣ成分信号に基づく適正押圧判定
  本実施形態の適正押圧判定は、ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の一方に基づいた処理だけ
でなく、両方の信号を用いたものであってもよい。
【０１１７】
　具体例を図１２のフローチャートに示す。この処理が開始されると、まずＡＣ成分信号
に基づいて、振幅値が最大となる押圧ＶＡを求める（Ｓ１０１）。そして、ＤＣ成分信号
の変曲点検出を行って、静脈消失点での押圧ＶＤ１と動脈消失点での押圧ＶＤ２を求める
（Ｓ１０２）。Ｓ１０１及びＳ１０２の具体的な処理は上述したとおりである。
【０１１８】
　その後、ＶＤ１＜ＶＡ＜ＶＤ２の関係が成り立つかの判定を行い（Ｓ１０３）、Ｓ１０
３でＹｅｓの場合には、ＶＡがＤＣ成分信号から求められた適正範囲に含まれることから
、ＶＡの信頼性は確保されたものとして、ＶＡを適正押圧とする（Ｓ１０４）。一方、Ｓ
１０３でＮｏの場合には、ＶＡの信頼性に疑問が残るということであるから、ＤＣ成分信
号から求められたＶＤ１及びＶＤ２に基づいて適正押圧を決定する（Ｓ１０５）。具体的
にはＶＤ１とＶＤ２の平均値を適正押圧とすればよい。
【０１１９】
　これにより、ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の両方に基づいた適正押圧判定が可能になり
、判定した適正押圧の精度向上等が期待できる。また、ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の両
方に基づいた処理は図１２のフローチャートに示したものに限定されず、他の処理を行っ
てもよい。
【０１２０】
　５．表示制御手法
  適正押圧判定における押圧変化は、ユーザーによる保持機構３００の調整（例えばバン
ド穴位置の調整）により行われる。しかし、ユーザーが適正押圧判定の手順を全て把握し
ておくとなると、ユーザー負担が大きく好ましくない。よって本実施形態では、表示部７
０等のインターフェイスを用いて脈拍計とユーザーとの間でインタラクションを行い、シ
ステム側（脈拍計側）から適切な指示を行うことでユーザー負担の軽減を図るものとする
。
【０１２１】
　また、適正押圧判定の際には、押圧変化以外の要因により信号値が変動してしまうと、
判定精度が低下し好ましくない。よって、好ましくない信号値の変動を抑止するために、
所与の判定用環境の条件が満たされたか否かの判定を行い、条件が満たされたと判定され
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た場合に適正押圧判定を行う。この際にも、条件が満たされていない場合にはユーザーに
対して何らかの指示が必要となるため、表示部７０等のインターフェイスを用いるとよい
。
【０１２２】
　以下、適正押圧判定における典型的な処理の流れを用いて、本実施形態におけるユーザ
ーとシステムのインタラクション、及びその際に行われる表示制御等について説明する。
【０１２３】
　図１３に適正押圧判定の処理を説明するフローチャートを示す。この処理が開始される
と、まず、ゲイン値推定処理（Ｓ２０１）を行う。ゲイン値推定処理については、図１４
を用いて説明する。ゲイン値推定処理では、まず、判定用環境の条件として、体動が安定
しているか否かの判定を行う（Ｓ３０１）。体動が安定していない場合には、当該体動に
起因する成分（体動ノイズ）がＡＣ成分信号に含まれることになり、適正押圧判定に支障
を来すためである。Ｓ３０１の処理は、体動センサーからの体動検出信号に基づいて行え
ばよい。体動センサーとは例えば加速度センサー２１であり、体動検出信号とは加速度検
出値である。
【０１２４】
　図１５（Ｂ）に加速度検出値の具体例を示す。図１５（Ｂ）から明らかなように、体動
がない場合に比べて、体動がある場合には加速度検出値の大きさが非常に大きくなる。よ
って、加速度検出値が大きい場合に体動が安定していないと判定し、加速度検出値が小さ
い場合に体動が安定していると判定すればよい。
【０１２５】
　ここでの加速度センサーは３軸加速度センサーであり、その軸の方向は図１５（Ｃ）に
示したものであるとする。図１５（Ｃ）のように、腕時計の文字盤部分（脈拍計では表示
部７０に相当）を含む平面を考えた場合に、当該平面に含まれ，かつ時計の１２時方向が
Ｙ軸であり、時計の３時方向がＸ軸となる。そして、Ｚ軸はＸ軸及びＹ軸を含む平面に直
交し、文字盤部分に対して被検体の手首側に向かう方向の軸となる。ただし、軸の方向は
これに限定されるものではない。
【０１２６】
　ここでは、図１５（Ａ）に示した３軸の合成加速度を算出し、算出した合成加速度の大
きさと所与の閾値との比較処理に基づいて、体動が安定しているか否かの判定を行う。フ
ローチャートを図１６に示す。３軸合成加速度として、各軸の二乗和の平方根を求め（Ｓ
４０１）、求めた３軸合成加速度と体動安定閾値との比較処理を行う（Ｓ４０２）。３軸
合成加速度が体動安定閾値よりも大きい場合には、体動がある（安定していない）と判定
し（Ｓ４０３）、そうでない場合には体動がない（安定している）と判定する（Ｓ４０４
）。
【０１２７】
　次に、以上の処理により体動が安定していない（Ｓ３０１でＮｏである）と判定された
場合には、体動の安定を待つことになる。その際、システム側からユーザーに対して体動
の安定化を指示することで、効率的に判定用環境の条件を実現することができると考えら
れる。そこで、表示部７０において体動の安定化を指示する指示画面を表示する制御を行
う（Ｓ３０２）。
【０１２８】
　Ｓ３０１でＹｅｓの場合には、２番目の判定用環境の条件として、ユーザーの姿勢に異
常がないかの判定を行う（Ｓ３０３）。ここで姿勢とは、狭義には脈波センサー１１の装
着部位（ここでは手首を想定）と、心臓との高さの関係により決まる姿勢を指す。つまり
、姿勢が変わると血管にかかる水頭圧の大きさが変化するため、血流量が変化してしまい
、そのことによる適正押圧判定の精度低下を抑止するための条件として姿勢判定を行う。
【０１２９】
　一例としては、ユーザーが腕時計の文字盤部分を見る際の典型的な姿勢を基準姿勢とし
、それに対して手首と心臓との高さの関係が大きく異なる姿勢を異常姿勢とすればよい。
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この際の加速度検出値の例を図１７（Ａ）、図１７（Ｂ）に示す。図１７（Ａ）、図１７
（Ｂ）はグラフの視認性の問題から別の図となっているに過ぎず、Ｘ軸、Ｙ軸、Ｚ軸の各
値は同一の加速度センサー２１から取得されたものである。ここでの加速度センサーの軸
は図１５（Ｃ）のものを用いているため、各軸の加速度検出値（体動が小さいことを前提
としているため、各軸に働く重力加速度成分が主となる）の基準姿勢での典型的な範囲は
ある程度特定できる。例えば、文字盤部分を含む平面が水平面に近くなり、Ｚ軸と重力方
向が近くなることが考えられる。この場合、Ｘ軸、Ｙ軸の値は０に近く、Ｚ軸は１Ｇに近
い値となる。よって、これらの値に基づいて基準姿勢における各軸の値の適正範囲を設定
し、加速度検出値が当該適正範囲にあるか否かで姿勢を判定する。図１７（Ａ）、図１７
（Ｂ）に示したように、異常姿勢では各軸の値は適正範囲から外れることになる。
【０１３０】
　フローチャートを図１８に示す。この処理が開始されると、まずＸ，Ｙ，Ｚの各軸での
加速度検出値を計測する（Ｓ５０１）。そして、あらかじめ設定された各軸の適正範囲と
、Ｓ４０１で計測された加速度検出値との比較処理を行う（Ｓ５０２）。そして、全ての
軸の加速度検出値が適正範囲にある場合には正常姿勢であると判定し（Ｓ５０３）、そう
でない場合には異常姿勢と判定する（Ｓ５０４）。
【０１３１】
　なお、腕の肘から先の部分は水平に近い状態に保たれることが想定されるため、Ｘ軸の
適正範囲は０Ｇを含む狭い範囲（例えば図１８のように－０．１～＋０．１Ｇ等）でもよ
い。それに対して、手首の角度は人によって異なる可能性も高く、Ｙ軸が０Ｇ、Ｚ軸が１
Ｇを基準としつつも、Ｘ軸よりも広い適正範囲を設定しておくことが望ましい。ただし、
適正範囲は図１８のＳ５０２に示した数値に限定されるものではない。
【０１３２】
　次に、以上の処理により異常姿勢にある（Ｓ３０３でＮｏである）と判定された場合に
は、姿勢が正常になるのを待つことになる。その際には体動の安定化と同様に、ユーザー
に対して正常姿勢をとることを指示する指示画面の表示制御を行うとよい。（Ｓ３０４）
この場合、ユーザーの利便性等を考慮すれば、正常姿勢がどのような姿勢であるかが明確
となる指示画面を表示することが望ましい。図１４のＳ３０４に示したように文章により
指示してもよいし、表示部７０の解像度等に問題がなければ図を表示することで指示して
もよい。
【０１３３】
　Ｓ３０３でＹｅｓの場合には、３番目の判定用環境の条件として、バンドの装着から一
定時間が経過したかの判定を行う（Ｓ３０５）。保持機構３００が穴を用いたバンド等に
より実現される場合には、所与のバンド穴での装着には、一旦バンドを当該バンド穴での
装着時よりきつく締める必要がある。そのため、図９（Ａ）或いは図１１に示したように
、装着時のＡＣ成分信号及びＤＣ成分信号は適正押圧判定には好ましくない大きな変動を
する他、その後一定時間は信号値が安定しない。よって、適切な適正押圧判定を行うため
には、そのような不安定な信号値を処理から除外するとよい。具体的には、装着後の一定
時間は処理を行わずに待機し、当該一定時間の経過後に処理を開始する。
【０１３４】
　Ｓ３０５では、例えばタイマー等により実現される時間計測部１４０からの時間計測情
報に基づいて、所与の時間が経過したかの判定を行えばよい。次に、所与の時間が経過し
ていない（Ｓ３０５でＮｏである）と判定された場合には、ユーザーに対して待機指示を
行う指示画面を表示する制御を行う（Ｓ３０６）。
【０１３５】
　Ｓ３０５でＹｅｓと判定された場合には、判定用環境の条件が満たされているというこ
とになるから、ゲインＧＮの設定を行っていく。
【０１３６】
　ゲインＧＮの設定については図１９～図２１を参照して説明する。
【０１３７】
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　増幅部制御部１５０は、センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅値（ダイナミック
レンジ）に占める割合の程度に基づいて、脈信号ＡＣの感度を調整（制御）する。所定期
間（例えば、計測開始後０秒～４秒の期間）におけるセンサー信号ｄｘの振幅値は、所定
期間における最大値と最小値との差分値によって定まる。
【０１３８】
　また、所定の許容振幅値は、例えばセンサー信号ｄｘの値が取り得る範囲を規定するダ
イナミックレンジに相当する。脈信号の感度は、増幅部１７のゲインＧＮに応じて決定さ
れる。すなわち、増幅部１７のゲインＧＮを調整することによって、脈信号の感度を調整
することができる。
【０１３９】
　増幅部制御部１５０は、センサー信号ｄｘの振幅が、許容振幅値（ダイナミックレンジ
）に対してどのような割合になっているかを検出する。したがって、例えば、センサー信
号ｄｘの振幅が、許容振幅値（ダイナミックレンジ）内で、可能な限り大きくなるように
（例えば、最大となるように）、増幅部１７のゲインＧＮを設定することができる。した
がって、増幅部１７のゲインＧＮを、計測対象の初期状態に対応する適切なゲインＧＮ（
例えば可能な限り大きなゲインＧＮ）に設定することができる。
【０１４０】
　図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）は、ゲイン調整の例（ゲインＧＮを増大させる例）を模
式的に示す図である。図１９（Ａ）及び図１９（Ｂ）の例では、設定値を４（初期値）と
して計測を開始する。この場合の増幅部１７のゲインＧＮは１６となる。また、所定期間
（例えば、計測開始後０秒～４秒の期間）におけるセンサー信号ｄｘの振幅値をＱ１ａと
する。センサー信号ｄｘの振幅値Ｑ１ａは、最大値Ｍ２と最小値Ｍ１との差分によって決
定される。なお、センサー信号ｄｘが取り得る許容振幅値（ダイナミックレンジ）はＤＬ
である。この許容振幅値ＤＬの下限値はＬＬであり、上限値はＬＵ（具体的には５１２）
である。
【０１４１】
　ここで、増幅部制御部１５０は、センサー信号ｄｘの振幅値Ｑ１ａを、例えば、５つの
振幅閾値（１６，３２，６４，１２８，２５６の各値をもつ第１振幅閾値～第５振幅閾値
）と比較し、これによって、センサー信号ｄｘの振幅値Ｑ１ａが許容振幅値ＤＬに占める
割合の程度を判断する。
【０１４２】
　ここでは、センサー信号ｄｘの許容振幅値の中点の値を０とし、かつ上限値を５１２と
する。また、上述の所定期間におけるセンサー信号ｄｘの振幅値（上述のＱ１ａ）をｘと
し、振幅閾値の値をｙとしたとき、増幅部制御部１５０は、ｘ＜ｙを満足する最小のｙに
相当する振幅閾値を、第１振幅値～第５振幅値の中から特定する。
【０１４３】
　この結果、図１９（Ａ）の例では、第１振幅閾値（値１６）が特定される。増幅部制御
部１５０は、特定された振幅閾値に応じて、設定値（ここではｍとする）の値を決める。
図１９（Ａ）の例では、設定値ｍ＝９と決定される。
【０１４４】
　この調整のタイミングは、例えば、上述の所定期間（計測開始後０秒～４秒の期間）が
終了した時点である。図１９（Ａ）の例では、ゲインＧＮは５１２に調整される。これは
、設定値ｍ＝４のときのゲインＧＮの３２倍に相当する。
【０１４５】
　また、図１９（Ｂ）の例では、センサー信号ｄｘの振幅値はＱ１ｂである。この場合、
振幅閾値として、第５振幅閾値（値２５６）が選択される。この場合、設定値ｍは５と決
定される。これによって、増幅部１７のゲインＧＮは、３２に調整される。これは、設定
値ｍ＝４のときのゲインＧＮの２倍に相当する。
【０１４６】
　このようにして、計測開始後、増幅部１７のゲインＧＮは適切な値に調整される。
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【０１４７】
　図２０は、ゲイン調整の例（ゲインＧＮを減少させる例）を模式的に示す図である。図
２０の例では、設定値を４（初期値）として計測を開始する。この場合の増幅部１７のゲ
インＧＮは１６となる。また、所定期間（例えば、計測開始後０秒～４秒の期間）におけ
るセンサー信号ｄｘの振幅値をＱ１ａとする。センサー信号ｄｘの振幅値Ｑ１ａは、最大
値Ｍ２と最小値Ｍ１との差分によって決定される。なお、センサー信号ｄｘが取り得る許
容振幅値（ダイナミックレンジ）はＤＬである。この許容振幅値ＤＬの下限値はＬＬであ
り、上限値はＬＵ（具体的には５１２）である。
【０１４８】
　増幅部１７のゲインＧＮを減少させる場合は、増幅部制御部１５０が、設定値ｍの値を
特定する。増幅部制御部１５０は、ゲインＧＮをどの程度、減少させるかを判断するため
に、例えば、センサー信号ｄｘの振幅値が、所定の許容振幅値ＤＬ（ＬＬ，ＬＵ）を超え
るか否かを検出し、検出結果に基づいて脈信号の感度調整を実行する。なお、センサー信
号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅値（ダイナミックレンジ）を超える現象を「振り切れ」
といってもよい。
【０１４９】
　例えば、増幅部制御部１５０は、所定期間（例えば、計測開始後０秒～４秒の期間）に
おいて、センサー信号ｄｘの振幅値が、所定の許容振幅値ＤＬを超える振り切れが生じた
か否かを検出し、振り切れの有無に基づいて、脈信号の感度を調整してもよい。なお、感
度調整の具体例については、図２１を用いて後述する。
【０１５０】
　振り切れが生じたとき、増幅部１７から出力されるセンサー信号ｄｘの値は、飽和した
状態となっている。振り切れが生じていることは、所定の振幅許容値（ダイナミックレン
ジ）を超える過大な信号が増幅部１７に入力されていることを意味する。図２０の例では
、振り切れが生じている。
【０１５１】
　この場合、増幅部制御部１５０が、増幅部１７のゲインＧＮを減少させることによって
、振り切れが生じないようにすることができる。
【０１５２】
　増幅部１７に入力される信号の乱れの程度が大きいほど、振り切れの回数が増大する可
能性が高いと考えられる。よって、増幅部制御部１５０が、振り切れの回数に基づく増幅
部１７のゲインＧＮの調整（ゲインＧＮを適切に減少させる処理）を実行することによっ
て、振り切れが生じないようにすることができる。
【０１５３】
　図２０の例では、上限値ＬＵ側における振り切れが３回連続しており（時刻ｔ１０～ｔ
１１，時刻ｔ１２～ｔ１３，時刻ｔ１４～ｔ１５）、下限値ＬＬ側における振り切れも３
回連続している（時刻ｔ１１～ｔ１２，時刻ｔ１３～ｔ１４，時刻ｔ１５～ｔ１６）。こ
の場合は、振り切れの回数は３となる。
【０１５４】
　また、所定期間において、センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅値を超える振り
切れが生じたとき、増幅部制御部１５０は、センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅
値の上限値ＬＵを超えるか、あるいは、所定の許容振幅値の下限値ＬＬを超えるか、に基
づいて、脈信号の感度を調整してもよい。
【０１５５】
　ここで、センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅値の上限値ＬＵを超える現象を、
「正方向の振り切れ」といってもよく、また、センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振
幅値の下限値ＬＬを超える現象を「負方向の振り切れ」といってもよい。
【０１５６】
　図２０の例では、正方向の振り切れが、時刻ｔ１０～ｔ１１、時刻ｔ１２～ｔ１３、時
刻ｔ１４～ｔ１５において生じている。また、負方向の振り切れが、時刻ｔ１１～ｔ１２
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、時刻ｔ１３～ｔ１４、時刻ｔ１５～ｔ１６において生じている。
【０１５７】
　次に、ゲイン設定の具体例について図２１を用いて説明する。図２１（Ａ）及び図２１
（Ｂ）は、ゲイン設定の具体例を示す図である。
【０１５８】
　図２１（Ａ）は、ゲインＧＮを増大させる場合の具体例を示している。この例では、セ
ンサー信号ｄｘの許容振幅値（ダイナミックレンジ）を０～１０２３（１０ｂｉｔ分）と
している。図２１（Ａ）の例では、ケース１～ケース５の各々について、使用される振幅
閾値と、設定値と、ゲインＧＮと、期待振幅上限と、が示されている。
【０１５９】
　図２１（Ａ）の例では、センサー信号ｄｘの許容振幅値の中点の値を０とし、正方向に
最大で５１２のレンジを設定し、負方向に－５１２のレンジを設定している。
【０１６０】
　ここで図１４に戻る。増幅部１７の設定値をｍ（ｍは、４≦ｍ≦９を満足する自然数）
とし、計測装置１０２の計測開始時点における増幅部１７の設定値ｍの値（つまり、初期
設定値）を４とし、ゲインＧＮを１６とする（Ｓ３０７）。
【０１６１】
　次に、設定値ｍを初期設定値４として、所定期間（計測開始後０秒～４秒の期間）にお
けるセンサー信号ｄｘの振幅を計測する（Ｓ３０８）。
【０１６２】
　また、所定期間におけるセンサー信号ｄｘの振幅値の、許容振幅値に対する割合の程度
を判断する基準となる振幅閾値として、値が１６の第１振幅閾値、値が３２の第２振幅閾
値、値が６４の第３振幅閾値、値が１２８の第４振幅閾値、値が２５６の第５振幅閾値を
用いる。
【０１６３】
　ここで、所定期間におけるセンサー信号ｄｘの振幅値をｘとし、振幅閾値の値をｙとし
たとき、増幅部制御部１５０は、ｘ＜ｙを満足する最小のｙに相当する振幅閾値を、第１
振幅値～前記第５振幅値の中から特定する（Ｓ３０９）。
【０１６４】
　（ケース１）
  増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が第１振幅閾値（値１６）のとき、増幅部
１７の設定値ｍの値を９とする。増幅部１７の設定値ｍの値が９のとき、増幅部１７のゲ
インＧＮを５１２とする。
【０１６５】
　（ケース２）
  増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が第２振幅閾値（値３２）のとき、増幅部
１７の設定値ｍの値を８とする。増幅部１７の設定値ｍの値が８のとき、増幅部１７のゲ
インＧＮを２５６とする。
【０１６６】
　（ケース３）
  増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が第３振幅閾値（値６４）のとき、増幅部
１７の設定値ｍの値を７とする。増幅部１７の設定値ｍの値が７のとき、増幅部１７のゲ
インＧＮを１２８とする。
【０１６７】
　（ケース４）
  増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が第４振幅閾値（値１２８）のとき、増幅
部１７の設定値ｍの値を６とする。増幅部１７の設定値ｍの値が６のとき、増幅部１７の
ゲインＧＮを６４とする。
【０１６８】
　（ケース５）
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  増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が第５振幅閾値（値２５６）のとき、増幅
部１７の設定値ｍの値を５とする。増幅部１７の設定値ｍの値が５のとき、増幅部１７の
ゲインＧＮを３２とする。
【０１６９】
　（ケース６）
  センサー信号ｄｘの振幅値が、第５振幅閾値（値２５６）よりも大きいときがケース６
となる。この場合には、図２１（Ｂ）に従って、振り切れ回数等を考慮したゲイン調整（
ゲインＧＮを減少させる調整）が実行される。
【０１７０】
　このように、図２１（Ａ）の例では、増幅部制御部１５０は、センサー信号ｄｘを、５
つの振幅閾値（１６，３２，６４，１２８，２５６の各値をもつ第１振幅閾値～第５振幅
閾値）と比較することによって、「センサー信号ｄｘの振幅値が所定の許容振幅値に占め
る割合の程度」を判断する。
【０１７１】
　ここでは、センサー信号ｄｘの許容振幅値の中点の値を０とし、かつ上限値を５１２と
する。また、所定期間におけるセンサー信号ｄｘの振幅値をｘとし、振幅閾値の値をｙと
したとき、増幅部制御部１５０は、ｘ＜ｙを満足する最小のｙに相当する振幅閾値を、第
１振幅値～第５振幅値の中から特定する。
【０１７２】
　そして、増幅部制御部１５０は、特定された振幅閾値が、第１振幅閾値～第５振幅値の
うちのどれであるかに応じて、増幅部１７の設定値ｍの値を決める。図２１（Ａ）の例に
よれば、センサー信号ｄｘを、複数の振幅閾値と比較し、その比較結果に応じて、増幅部
１７の設定値ｍの値、ならびに増幅部１７のゲインＧＮを算出することができる。
【０１７３】
　図２１（Ｂ）の例では、ゲインＧＮを減少させる場合の具体例が示されている。図２１
（Ｂ）の例では、センサー信号ｄｘの許容振幅値の中点の値を０とし、正方向に最大で５
１２のレンジを設定し、負方向に－５１２のレンジを設定している。この範囲に収まらな
い場合を、振り切れと呼んでいる。ここで、正方向の振り切れとは、センサー信号ｄｘの
振幅値が、ダイナミックレンジの上限値（５１２）を超える場合であり、負方向の振り切
れとは、ダイナミックレンジの下限値（－５１２）を超えて下回った場合である。なお、
図２１（Ｂ）の例では、計測開始後の最初の設定値見直し処理では、設定値ｍを０にはし
ないようにしている。
【０１７４】
　図２１（Ａ）に従う判断によって、ケース６と判断されたとき、増幅部制御部１５０は
、図２１（Ｂ）に従う判断を実行し、ケース７～ケース１１のような条件に応じて設定値
ｍの値を決定する。
【０１７５】
　（ケース７）
  正方向の振り切れ回数と、負方向の振り切れ回数とを加算した値が１０以上であるとき
は、設定値ｍを１とする。
【０１７６】
　（ケース８）
  正方向の振り切れ回数が２以上、あるいは、負方向の振り切れ回数が２以上であるとき
は、設定値ｍを３とする。ただし、これは一例であり、変形が可能である。例えば、正方
向の振り切れの場合と負方向の振り切れの場合とで、調整された感度に差を設けてもよい
。
【０１７７】
　（ケース９）
  正方向の振り切れ回数が１以上、あるいは、負方向の振り切れ回数が１以上であるとき
は、設定値ｍを３とする。



(26) JP 2014-195500 A 2014.10.16

10

20

30

40

50

【０１７８】
　（ケース１０）
  振り切れはないが、センサー信号ｄｘのピーク値が、ダイナミックレンジ（－５１２～
５１２）のうちの３８８以上ならば、設定値ｍを３とする。
【０１７９】
　（ケース１１）
  振り切れはないが、センサー信号ｄｘのピーク値が、ダイナミックレンジ（－５１２～
５１２）のうちの３８８未満ならば、設定値ｍを４とする。
【０１８０】
　図２１（Ｂ）に示される、各判断条件は一例であり、また、各判断条件のいずれかのみ
を使用することもでき、また、複数の判断条件を任意に組み合わせて使用することも可能
である。
【０１８１】
　以上によりゲイン値推定処理を終了する。
【０１８２】
　そして、図２２（Ｂ）の上部に示したように、ＡＣ成分信号の波形等を表示部７０に表
示する（Ｓ２０２）。Ｓ２０２の表示は必須ではないが、脈波センサー１１により適切に
信号が取得できていることをユーザーに通知できるため、機器の不良等はないという安心
感を与えることができる。
【０１８３】
　その後、バンド穴位置を表す変数ｎを初期化する（Ｓ２０３）。ここではｎ＝１とする
。なお、ここでの変数ｎは脈拍計側が認識しているバンド穴位置を表すものであり、実際
の保持機構３００の保持状態が、ｎに対応するバンド穴位置による保持状態となることを
保証するものではない。ただし、後述するようにユーザーが指示画面での指示に従った場
合にはシステムの認識するバンド穴位置と、実際の保持状態とは対応する（一致する）。
【０１８４】
　次に、図２２（Ｂ）の下部に示したように、システム側で認識するバンド穴位置と、実
際の保持状態が一致するように、ユーザーに対して指示する指示画面を表示する制御を行
い、それとともにユーザーからの入力を受け付ける（Ｓ２０４）。図２２（Ｂ）の例であ
れば、ユーザーは指示されたバンド穴位置による保持を試み、バンドを締めることができ
ればＯＫを入力し、きつすぎて締めることができない、或いは緩すぎて十分な固定ができ
ない等の場合にはＮＧを入力することになる。ただし、ユーザーとのインタラクションは
これに限定されるものではない。
【０１８５】
　Ｓ２０４に対するユーザーの入力を受け付け、ＯＫが入力されたのか否かの判定を行う
（Ｓ２０５）。Ｓ２０５でＹｅｓの場合には、指示画面により指示したバンド穴位置での
装着ができたものと考え、ゲイン値推定処理で述べた判定用環境の条件が満たされている
かの判定を行う（Ｓ２０６～Ｓ２１１）。満たされている場合にＡＣ成分信号に基づく処
理及びＤＣ成分信号に基づく処理を行う（Ｓ２１２，Ｓ２１３）。
【０１８６】
　Ｓ２１２ではＡＣ成分信号の振幅値を求める処理が行われ、Ｓ２１３ではＤＣ成分信号
の代表値（平均値）を求める処理が行われる。具体的な処理については上述してあるため
、詳細な説明は省略する。
【０１８７】
　Ｓ２１３の処理後、或いはＳ２０５でＮｏと判定された場合には、ｎをインクリメント
し（Ｓ２１４）、全てのバンド穴での処理を終えたかの判定を行う（Ｓ２１５）。Ｓ２１
５でＮｏの場合には、Ｓ２１４でのインクリメント後のｎに相当するバンド穴位置での処
理を行う必要があるため、Ｓ２０４に戻り、システム側で認識しているバンド穴位置と、
実際の保持状態が一致するように、ユーザーに対して指示する指示画面を表示する制御を
行い、それとともにユーザーからの入力を受け付ける。以下の処理については同様である
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。
【０１８８】
　Ｓ２１５でＹｅｓの場合には、全てのバンド穴位置での処理が終了したということであ
るため、各バンド穴位置で演算されたＡＣ成分信号の振幅値、及びＤＣ成分信号の代表値
に基づいて、適正押圧の判定を行う（Ｓ２１６）。具体的には、図１２のフローチャート
で示した処理等を行えばよい。
【０１８９】
　そして、適正押圧に対応するバンド穴位置（広義には保持状態特定情報）を記憶すると
ともに、図２２（Ｃ）に示したように、適正なバンド穴位置をユーザーに通知するための
画面を表示部７０に表示する制御を行う（Ｓ２１７）。
【０１９０】
　以上のように、適正押圧判定の際に、脈強度に応じて適切な値にゲインＧＮを設定し、
信号を増幅することで、脈強度の個人差に対応し、適正押圧の判定を精度よく行うことが
可能になるという効果が期待できる。
【０１９１】
　以上の本実施形態では、脈拍計は図５に示したように、脈波センサー信号を出力する脈
波センサー１１と、脈波センサー信号を増幅する増幅部１７とを有する脈波検出部１０と
、脈波検出部１０からの信号に基づいて拍動情報を演算する処理部１００と、処理部１０
０での処理結果を表示する表示部７０と、処理部１００での処理結果を記憶する記憶部９
０と、脈拍計を被検体に保持する保持機構３００（図４（Ａ）に示す）とを含む。そして
、処理部１００は、脈波検出部１０における被検体への押圧が適正押圧か否かを判定する
。記憶部９０は、脈波検出部１０における被検体への押圧が適正押圧であると判定された
際の保持状態特定情報を記憶する。また、処理部１００は、保持状態特定情報を表示部７
０に表示する制御を行う。
【０１９２】
　ここで、保持状態特定情報とは、保持機構３００での保持状態を特定する情報である。
例えば、脈拍計が図４（Ａ）に示したようにバンドにより保持される機器であれば、保持
状態特定情報とはバンドの状態を特定する情報となる。具体的には、図７のように穴を用
いてバンドを固定する場合には、何番目のバンド穴位置を用いて脈拍計を保持しているか
という情報が保持状態特定情報となる。なお、バンドは穴を用いるものに限定されず、目
盛りがあるベリクロタイプのバンドや、ラチェットタイプのバンドを用いてもよい。また
、保持機構３００はバンドに限定されるものではなく、脈拍計を被検体に固定でき、脈波
センサー１１でのセンサー情報の取得を妨げないものであれば任意の機構を用いることが
できる。
【０１９３】
　これにより、脈拍計での適正押圧の判定を行った上で、その適正押圧に対応する保持状
態特定情報を記憶、表示することが可能になる。適正押圧をｋＰａやｍｍＨｇ等の単位に
より求めることができたとしても、当該適正押圧を実現するには保持機構３００をどのよ
うな状態にすればよいかの判断は容易ではない。その点、適正押圧と保持状態特定情報と
を対応づけることにより、ユーザー側は適正押圧の数値等を意識する必要がなくなり、バ
ンドの締め具合等の直感的な手法により適正押圧となっているか否かを認識することがで
きる。そのため、一回適正押圧の判定が行われた後であれば、機器の再装着時等にも適正
押圧が付加される状態を容易に再現することができ、ユーザーの利便性の向上等が期待で
きる。
【０１９４】
　また、適正押圧とは、上述したように静脈消失点（静脈回復点）に対応する押圧よりも
大きく、動脈消失点（動脈回復点）に対応する押圧よりも小さい範囲の圧力となる。つま
り、以上の本実施形態では、脈拍計は脈波センサー信号を出力する脈波センサー１１と、
脈波センサー信号を増幅する増幅部１７とを有する脈波検出部１０と、脈波検出部１０か
らの信号に基づいて拍動情報を演算する処理部１００と、処理部１００での処理結果を表
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示する表示部７０と、処理部１００での処理結果を記憶する記憶部９０と、脈拍計を被検
体に保持する保持機構３００とを含み、脈波検出部１０は、適正押圧判定の際に、脈のＡ
Ｃ成分信号を脈強度に応じてゲインＧＮを適切な値に設定し、処理部１００は、脈波検出
部１０における被検体への押圧が、静脈消失点（静脈回復点）に対応する押圧よりも大き
く、動脈消失点（動脈回復点）に対応する押圧よりも小さい範囲に含まれるか否かを判定
し、記憶部９０は、脈波検出部１０における被検体への押圧が前記範囲に含まれると判定
された際における保持機構３００の保持状態を特定する保持状態特定情報を記憶し、処理
部１００は、保持状態特定情報を表示部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０１９５】
　また、処理部１００は、脈波センサー信号に基づいて、押圧が適正押圧であるか否かを
判定してもよい。
【０１９６】
　これにより、個人差を考慮した適正押圧判定が可能になる。従来手法では、圧力値等の
物理情報に基づく処理が行われていたため、個人差が考慮されていなかったが、個人差の
大きいバイタルサインである脈波センサー信号を用いることで、ユーザーごとの適正押圧
を適切に判定することができる。また、同一ユーザーの体調変化等に基づく適正押圧の変
動にも対応可能である。本実施形態の手法により判定された適正押圧を付加した状態で、
拍動情報の演算等を行うことで、求められた拍動情報の精度の向上等が可能になる。
【０１９７】
　また、処理部１００は、脈波センサー信号のＡＣ成分に対応するＡＣ成分信号、及び脈
波センサー信号のＤＣ成分に対応するＤＣ成分信号の少なくとも一方の信号に基づいて、
押圧が適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【０１９８】
　ここで、ＡＣ成分信号は高周波成分に対応し、ＤＣ成分は低周波成分に対応するが、高
低の基準となる周波数は、例えば拍動の周波数等に基づいて決定されてもよい。ＡＣ成分
信号は、拍動情報の演算等にも用いられることを考慮すれば、心拍に起因する成分を含む
ことが求められる。被検体の生物的な特徴を考えると、脈拍数の典型的な下限値はある程
度定めることが可能であり、例えば脈拍数が３０（回／分）を下回るケースは多くない。
よって、心拍に起因する信号が脈拍数３０に対応する周波数（０．５Ｈｚ）以下の周波数
帯に含まれることはまれであると考えられるため、当該周波数より高い周波数を高周波成
分、それよりも低い周波数を低周波成分としてもよい。
【０１９９】
　これにより、ＡＣ成分信号とＤＣ成分信号の少なくとも一方を用いた適正押圧判定が可
能になる。ＡＣ成分信号は振幅値に特徴が現れ、ＤＣ成分信号は変曲点に特徴が現れる。
どちらか一方からも適正押圧の判定は可能であるが、図１２のフローチャートに示したよ
うに、両方の信号を用いることで判定精度を向上させることが可能になる。
【０２００】
　また、処理部１００は、押圧を変化させた場合のＡＣ成分信号の変化特性に基づいて、
押圧が適正押圧であるか否かを判定してもよい。具体的には、押圧を変化させた場合のＡ
Ｃ成分信号の振幅の変化特性に基づいて、押圧が適正押圧であるか否かを判定してもよい
。
【０２０１】
　これにより、押圧に対するＡＣ成分信号の変化特性に基づいた判定が可能になる。脈波
センサー信号は個人差の大きいバイタルサインであり、そのＡＣ成分に対応するＡＣ成分
信号も個人差は大きい。よって、適正押圧時の信号値の大きさにも個人差があることから
、所与の押圧での信号値のみから当該押圧が適正押圧か否かを判定することは困難である
。その点、押圧に対する変化特性を用いれば、上記個人差に左右されない適切な判定が可
能になる。なお、図８に示したように、ＡＣ成分信号は適正押圧において振幅値が相対的
に大きいことがわかっているため、具体的には振幅値の変化特性に基づいて判定を行えば
よい。
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【０２０２】
　また、処理部１００は、押圧を変化させた場合のＤＣ成分信号の変化特性に基づいて、
押圧が適正押圧であるか否かを判定してもよい。具体的には、押圧を変化させた場合のＤ
Ｃ成分信号の変化特性に基づいて、ＤＣ成分信号の変曲点を検出し、検出した変曲点に基
づいて押圧が適正押圧であるか否かを判定してもよい。
【０２０３】
　これにより、押圧に対するＤＣ成分信号の変化特性に基づいた判定が可能になる。ＤＣ
成分信号は血流の容積を表すものであり、加圧（減圧）過程では、静脈消失点（静脈回復
点）、動脈消失点（動脈回復点）で変曲点が現れるため、精度のよい適正押圧判定が可能
になるとともに、適正押圧を範囲として求める場合に、その上限値及び下限値を正確に決
定することができる。
【０２０４】
　また、処理部１００は、押圧が適正押圧であるか否かの判定用環境の設定指示を行う指
示画面を、表示部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０２０５】
　ここで判定用環境とは、例えば体動が安定しており、姿勢が異常ではなく、かつ保持機
構３００での保持状態が決定されてから一定時間が経過しているという条件を満たす環境
のことである。なお、判定用環境は上記以外の条件を追加してもよいし、上記の条件の一
部又は全部（他の条件を追加する場合）を除外してもよく、その内容は種々の設定が可能
である。
【０２０６】
　これにより、判定用環境の設定指示を行うことが可能になる。従来手法の圧力値等を用
いる手法とは異なり、本実施形態ではバイタルサインである脈波センサー信号に基づいて
判定を行うため、押圧の変化以外の要因でも信号値が変動してしまう。脈波センサー信号
の信号値だけからでは、その変動要因の特定や切り分けが困難であるため、押圧以外の要
因による信号値の変動は極力抑止する必要がある。ここではそのような条件を満たす環境
を判定用環境として、当該判定用環境を満たすようにユーザーに対して指示を行うことで
、精度よく適正押圧判定を行うことが可能になる。
【０２０７】
　また、処理部１００は、被検体の体動の安定化を指示する画面を、指示画面として表示
部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０２０８】
　これにより、体動の安定化指示を行うことが可能になる。体動が大きい場合、脈波セン
サー信号には当該体動に起因した成分（体動ノイズ）が混入することになり、そこから求
められたＡＣ成分信号やＤＣ成分信号にも体動ノイズがのってしまう。よって、体動ノイ
ズの影響を抑止して正確な適正押圧判定を行うためには、体動の安定化を図ることが望ま
しい。体動はユーザーにより行われ、脈拍計がユーザーの体動を物理的に抑制することは
困難である以上、ユーザーにとってわかりやすい形で指示を行うことが現実的かつ効果的
な手法である。
【０２０９】
　また、処理部１００は、所与の判定用姿勢を被検体にとらせる指示を行う画面を、指示
画面として表示部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０２１０】
　ここで、判定用姿勢とは、被検体の心臓と脈波検出部１０との相対的な位置関係に基づ
いて規定される姿勢を指す。被検体の心臓と脈波検出部１０との相対的な位置関係（具体
的には高さ）が変動すると、水頭圧が変動する。例えば、腕を上げた状態では腕をおろし
た状態に比べて、水頭圧の変化に起因して血流量が減少することになる。つまり、ここで
の判定用姿勢とは、水頭圧により（押圧変化とは独立して）血流量が変動することを抑止
するために設定される姿勢のことである。
【０２１１】
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　これにより、適正押圧判定時において異常姿勢がとられることを抑止できるため、水頭
圧に起因する適正押圧判定の精度低下を抑止することが可能になる。判定用姿勢とは、表
示部７０でのインタラクションを前提とする本実施形態では、ユーザーが自然に表示部７
０を見ることができる姿勢（例えば腕時計の文字盤部分を見る際の姿勢）が好ましいが、
これに限定されるものではない。ユーザーへの指示は、体動の安定化と同様に表示部７０
に表示する手法が、わかりやすく効果的と考えられる。
【０２１２】
　また、処理部１００は、所与の時間、被検体に対して待機を指示する画面を、指示画面
として表示部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０２１３】
　これにより、ユーザーに一定時間待機させることで、精度よく適正押圧判定を行うこと
が可能になる。これは、実際に手動でバンド調整を行う場合にはある程度の作業時間を要
することや、図９（Ａ）及び図１１に示したように信号値自体が安定するまでに一定時間
（１０秒程度）を必要とすることによる。
【０２１４】
　また、処理部１００は、指示画面に表示された判定用環境の条件が満たされたか否かの
判断を行い、条件が満たされたと判断された場合に、押圧が適正押圧であるか否かの判定
を行ってもよい。具体的には、体動センサーからの体動検出信号、又は時間計測部からの
時間計測情報に基づいて、指示画面に表示された判定用環境の条件が満たされたか否かの
判断を行う。
【０２１５】
　これにより、判定用環境の条件が満たされた場合に、適正押圧判定を行うことが可能に
なる。指示画面を表示部７０に表示することで、ユーザーに対して判定用環境を実現する
指示を送ることは可能であるが、ユーザーが実際に指示に従うかは保証されていない。よ
って、システム側で条件が満たされているかの判定を行って、条件が満たされている場合
に処理を行うことで、判定精度の向上等を図ることが可能になる。体動の安定化及び異常
姿勢の排除については、図１５（Ａ）や図１７（Ａ）、図１７（Ｂ）に示したように加速
度センサー２１等の体動センサーを用いればよい。また、時間経過に関してはタイマー等
により実現される時間計測部１４０からの時間計測情報を用いればよい。
【０２１６】
　また、処理部１００は、処理モードとして、保持状態特定情報取得モードと、拍動情報
を演算する拍動情報演算モードを有してもよい。適正押圧判定モードに設定された場合に
、押圧が適正押圧であるか否かの判定結果に基づいて保持状態特定情報を取得するととも
に、取得した保持状態特定情報を記憶部９０に記憶する。そして、保持状態特定情報の取
得後に拍動情報演算モードに設定された場合に、記憶部９０に記憶された保持状態特定情
報を読み出し、読み出した保持状態特定情報を表示部７０に表示する制御を行ってもよい
。
【０２１７】
　これにより、保持状態特定情報取得モードにおいて、適正押圧判定を行って保持状態特
定情報を取得した上で、拍動情報演算モードでは取得した保持状態特定情報を表示部７０
に表示することができるため、拍動情報の演算時には演算に適した保持状態を容易に実現
することが可能になる。適正押圧を判定し、その際の保持状態特定情報を求めたとしても
、その結果を脈拍計の主たる処理である拍動情報の演算に用いることができないのでは効
果的ではない。よって、保持状態特定情報の取得と、拍動情報の演算が連続しないこと等
まで考慮すれば、取得した保持状態特定情報は記憶部９０に一旦記憶することが必要にな
るし、拍動情報演算モードに入った場合には、ユーザーに対してわかりやすい形で保持状
態特定情報を提示することが必要となる。
【０２１８】
　また、保持機構３００は、保持状態として、脈波検出部１０における被検体への押圧が
異なる第１～第Ｎ（Ｎは２以上の整数）の状態をとってもよい。そして、処理部１００は
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、第１～第Ｎの状態の各状態での押圧が適正押圧であるか否かの判定結果に基づいて、第
１～第Ｎの状態のうち少なくとも１つの状態に対応する情報を保持状態特定情報として取
得する。
【０２１９】
　これにより、離散的な複数の保持状態を取り得る保持機構３００（例えば穴を有するバ
ンド等）において、上述の処理を行い、その結果の保持状態特定情報として、複数の保持
状態のうちの少なくとも１つの状態（例えば何番目のバンド穴位置で保持するという状態
）を取得することが可能になる。
【０２２０】
　また、処理部１００は、第ｉ（ｉは１≦ｉ≦Ｎを満たす整数）の状態での押圧が適正押
圧であるか否かの判定の後に、保持機構３００での保持状態を、第ｉの状態よりも押圧が
小さい第ｊ（ｊは１≦ｊ≦Ｎ、ｊ≠ｉを満たす整数）の状態に変更する指示を行う指示画
面を表示部７０に表示する制御を行ってもよい。
【０２２１】
　これにより、減圧過程において適正押圧判定を行うことが可能になる。図２３（Ａ）～
図２３（Ｃ）に例を示す。図２３（Ｃ）に示したように、ここでは前半では加圧が行われ
、後半では減圧が行われている。なお、バンド穴位置の変更時に非常に大きな押圧が現れ
、対応するＡＣ成分信号にも大きな信号値が現れているが、これは図９（Ａ）等に示した
ように、適正押圧判定では除外されるものである。
【０２２２】
　図２３（Ｂ）に示したように、ＡＣ成分信号は加圧過程、減圧過程の両方においてバン
ド穴位置７の前後で大きな振幅が現れるため、適正押圧の判定は可能である。しかし、減
圧過程の方がより大きな振幅値となるため、判定が容易と考えられる。
【０２２３】
　一方、図２３（Ａ）に示したように、ＤＣ成分信号の変曲点は、減圧過程では明確であ
るのに対して、加圧過程では不明確である。信号値の小幅な変動まで考慮すれば、加圧過
程においてＤＣ成分信号の変曲点を検出することは可能であるが、ＡＣ成分信号と同様に
減圧過程の方が判定が容易である。
【０２２４】
　以上のことから、減圧過程において適正押圧判定を行うことで、加圧過程を用いる場合
に比べて精度よく判定を行うことが可能になる。
【０２２５】
　また以上の本実施形態は、脈波センサー１１を有する脈波検出部１０と、脈波検出部１
０における被検体への押圧が適正押圧か否かを判定するとともに、脈波検出部１０からの
信号に基づいて被検体の拍動情報を演算する処理部１００と、処理部１００での処理結果
を表示する表示部７０と、処理部１００での処理結果を記憶する記憶部９０を含む脈拍計
に適用できる。そして、処理部１００は、押圧が適正押圧であるか否かの判定用環境の設
定指示を行う指示画面を、表示部７０に表示する制御を行う。
【０２２６】
　これにより、保持機構３００により保持以外の手法により押圧が変更される場合にも、
判定用環境の指示画面を表示することで、適切な状況で押圧判定を行うことが可能になる
。押圧変化の手法がどのようなものであっても、適正押圧判定に用いる信号値が押圧変化
以外の要因で変動することは好ましくない以上、判定用環境の設定は重要であり、当該判
定用環境の設定指示を行う指示画面を表示部７０に表示する利点は大きい。
【０２２７】
　また、処理部１００は、指示画面に表示された判定用環境の条件が満たされたか否かの
判断を行い、条件が満たされたと判断された場合の脈波検出部１０からの信号に基づいて
、押圧が適正押圧であるか否かの判定を行ってもよい。
【０２２８】
　これにより、判定用環境の条件が満たされた場合の信号（狭義には脈波センサー信号で
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押圧判定が可能になる。システム側で判定用環境の条件が満たされたか否かを判断するこ
と、及び適正押圧判定に脈波検出部１０からの信号を用いることの利点については上述し
た通りである。
【０２２９】
　また、本実施形態の脈拍計は、その処理の一部又は大部分をプログラムにより実現して
もよい。この場合には、ＣＰＵ等のプロセッサーがプログラムを実行することで、本実施
形態の脈拍計が実現される。具体的には、情報記憶媒体に記憶されたプログラムが読み出
され、読み出されたプログラムをＣＰＵ等のプロセッサーが実行する。ここで、情報記憶
媒体（コンピューターにより読み取り可能な媒体）は、プログラムやデータなどを格納す
るものであり、その機能は、光ディスク（ＤＶＤ、ＣＤ等）、ＨＤＤ（ハードディスクド
ライブ）、或いはメモリー（カード型メモリー、ＲＯＭ等）などにより実現できる。そし
て、ＣＰＵ等のプロセッサーは、情報記憶媒体に格納されるプログラム（データ）に基づ
いて本実施形態の種々の処理を行う。即ち、情報記憶媒体には、本実施形態の各部として
コンピューター（操作部、処理部、記憶部、出力部を備える装置）を機能させるためのプ
ログラム（各部の処理をコンピューターに実行させるためのプログラム）が記憶される。
【０２３０】
　なお、以上のように本実施形態について詳細に説明したが、本発明の新規事項及び効果
から実体的に逸脱しない多くの変形が可能であることは当業者には容易に理解できるであ
ろう。したがって、このような変形例はすべて本発明の範囲に含まれるものとする。例え
ば、明細書又は図面において、少なくとも一度、より広義又は同義な異なる用語と共に記
載された用語は、明細書又は図面のいかなる箇所においても、その異なる用語に置き換え
ることができる。また脈拍計の構成、動作も本実施形態で説明したものに限定されず、種
々の変形実施が可能である。
【符号の説明】
【０２３１】
　１０　脈波検出部、１１　脈波センサー、１５　フィルター処理部、１６　Ａ／Ｄ変換
部、１７　増幅部、２０　体動検出部、２１　加速度センサー、２２　圧力センサー、２
６　Ａ／Ｄ変換部、７０　表示部、８０　外部Ｉ／Ｆ部、９０　記憶部、１００　処理部
、１１０　信号処理部、１１１　脈波信号処理部、１１３　体動信号処理部、１１５　体
動ノイズ低減部、１１９　適正押圧判定部、１２０　拍動情報演算部、１３０　表示制御
部、１４０　時間計測部、１５０　増幅部制御部、３００　保持機構、３０２　ガイド、
４００　ベース部。
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